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１．議事日程 

  〔平成２２年第３回安芸高田市議会９月定例会第４日目〕 

 

                             平成２２年 ９月１３日 

                             午 前 １ ０ 時  開 会 

                             於  安芸高田市議場 

 

日程第１  会議録署名議員の指名 

日程第２  一般質問 

 

 

２．出席議員は次のとおりである。（２０名） 

    １番    前 重 昌 敬     ２番    石 飛 慶 久 

    ３番    児 玉 史 則     ４番    大 下 正 幸 

    ５番    和 田 一 雄     ６番    水 戸 眞 悟 

    ７番    先 川 和 幸     ８番    山 根 温 子 

    ９番    宍 戸 邦 夫    １０番    山 本   優 

   １１番    前 川 正 昭    １２番    秋 田 雅 朝 

   １３番    赤 川 三 郎    １４番    青 原 敏 治 

   １５番    金 行 哲 昭    １６番    入 本 和 男 

   １７番    今 村 義 照    １８番    亀 岡   等 

   １９番    塚 本   近    ２０番    藤 井 昌 之 

 

 

３．欠席議員は次のとおりである（なし） 

 

 

４．会議録署名議員 

    ９番    宍 戸 邦 夫    １０番    山 本   優 

 

 

５．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（１９名） 

  市 長  浜 田 一 義  副 市 長  藤 川 幸 典 

  教 育 長  佐 藤   勝  総 務 企 画 部 長  清 水   盤 

  市 民 部 長  廣 政 克 行  福祉保健部長兼福祉事務所長  重 本 邦 明 

  産 業 振 興 部 長  大 野 逸 夫  建設部長兼公営企業部長  河 野 正 治 

  教 育 次 長  田 丸 孝 二  消 防 長  光 下 正 則 

  会 計 管 理 者  立 田 昭 男  八 千 代 支 所 長  藤 本 宏 良 

  美 土 里 支 所 長  岡 田 敤 男  高 宮 支 所 長  宮 木 雅 之 

  甲 田 支 所 長  箕 越 秀 美  向 原 支 所 長  三 上 信 行 

  総 務 課 長  沖 野 文 雄  行 政 経 営 課 長  武 岡 隆 文 
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  政 策 企 画 課 長  竹 本 峰 昭   

 

 

６．職務のため議場に出席した事務局の職氏名（４名） 

  事 務 局 長  佐々木   清  事 務 局 次 長  外 輪 勇 三 

  主 査  森 岡 雅 昭  主 任  藤 堂 洋 介  
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～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １０時００分 開議 

○藤 井 議 長  おはようございます。定刻になりました。ただいまの出席議員は20名

であります。定足数に達しておりますので、直ちに本日の会議を開きま

す。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付したとおりであります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

      日程第１ 会議録署名議員の指名 

○藤 井 議 長  日程第1、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第79条の規定により議長において9番 

宍戸邦夫君及び10番 山本優君を指名いたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

      日程第２ 一般質問 

○藤 井 議 長  日程第2、一般質問を行います。 

 一般質問の順序は通告順といたします。質問方法は一問一答方式とし、

1議員当たり持ち時間は答弁を除いて30分以内でございます。なお1つの

質問を終え、次の質問に移る場合は、次の質問に移ります等の発言をし、

明確にわかるようにお願いをいたします。 

 それでは質問の通告がありますので順次発言を許します。 

 5番 和田一雄君。 

○和 田 議 員  おはようございます。5番議員、日本共産党、和田一雄でございます。

生活保護制度についてのテーマで質問させていただきたいと思います。

よろしくお願い申し上げます。 

 昨年8月に新しい政権が誕生し、生活保護の母子加算の復活や公立高

校の授業料無償化など前向きな変化が見られている一方、依然大量の失

業者があふれ、市民やその生活破壊に深刻さを増しています。このよう

なときにこそ市民生活を守るために地方自治体はとりわけ福祉行政の現

状を強く踏まえて、日本国憲法及び生活保護法の精神に従って市民の生

活政策に努力されることを強く切望いたします。貧困を打開するために

憲法25条、生存を保障する生活保護を実現されますようにお願いするも

のであります。 

 貧困解消の施策を総合的に推進するということで、自殺者は毎年3万

人を超え、その6割を無職者が占めております。判明しているだけで年

間100人近くが餓死し、各地で孤独死、行き倒れが急増するなど貧困の

拡大はますます深刻であります。生活保護の受給者は、1956年以降最高

の180万人に達しておりますが、厚生労働省の推計によりますと生活保

護基準未満の低所得世帯のうち実際に受給されておる世帯は15.3％にす

ぎないということでございます。本市もこういったことを早く改善し、

一日も早く国民の生存が保障されますようにお願いするものでございま

す。 

 それでは、通告書に沿いまして質問をさせていただきます。まず生活
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保護制度、このことについての趣旨または目的に対する市長のコンセプ

トを伺います。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  おはようございます。ただいまの和田議員の御質問にお答えしたいと

思います。 

 まず1番目に生活保護と失業対策についての御質問でございます。生

活保護制度は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づいて、国が生活

に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に忚じ必要な保護を行

い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長すること

を目的とすると規定されております。生活に困窮される離職者が被保護

者となられた場合、その就労自立を積極的に支援するため全国の公共職

業安定所におきまして生活保護受給者等就労対策事業が実施されており

ます。安芸高田市福祉事務所におきましても、この事業を積極的に活用

し、また国と一体となって連携をとってこの事業の促進に努めてるとこ

ろでございます。 

 また安芸高田市としてどうするかということもお聞きなされましたけ

ど、市といたしましては、国の施策と市の財源状況等では財政的には非

常に難しいことがありますけど、私が提唱いたしましております市民総

ヘルパー構想等市民の積極的な支援、自助・共助の支援、それからまた

住宅等の優先的な配慮などを考えていきたいと思っておりますので御理

解をしてもらいたいと思っております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  ただいま市長のコンセプト聞きまして安心したところでございます。 

 次に生活保護を受けるための手続の流れ、フローですが、これについ

てお伺いをいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  生活保護を受けるための手続の流れという御質問でございます。基本

的に安芸高田市福祉事務所において受け付けまたは審査または事業の普

及、介護費の手当の支給ということは行っております。 

 ちょっと関係がございますけど、受給資格要件、保護費の算定基準等

を説明することによって制度の御理解を賜りたいと思います。 

 国が定めております世帯の最低生活費とその世帯の収入とを比較いた

しまして、収入が尐ない場合に尐ない分だけ世帯を単位として生活保護

費が支払われるものであります。生活保護を受けるためには、家族全員

が協力し、次に申し上げますあらゆる努力をしていただくことが必要で

あります。1番目として、働ける人はその能力に忚じて働いていただき

ます。2番目として、その世帯にある資産で貯金や生命保険など活用で

きるものは世帯の生活費に充てていただくことになっております。また
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3番目として、親・子ども・兄弟姉妹・祖父母・孫などの援助を受けら

れるときは、まずその援助を受けてから申請をしていただくことになっ

ております。また4番目として、離婚により母子世帯となられた場合、

養育費などを受けられるよう努力していただきます。5番目として、他

の法律や制度、雇用保険・各種年金・児童扶養手当等で受けられるもの

があればすべて受けていただくことになっております。 

 このような努力をしてもなお自分たちで生活することができないとき

は、だれでも生活保護を受けることができます。また保護はその住んで

いる場所で行われることになっております。安芸高田市の場合は安芸高

田市で行うこととしています。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  さきにあの受給の要件のほうを言われましたけど、この流れといいま

すのは、今言われたようにまず相談があるわけですが、その次に申請が

あってそれから決定が下され、保護費が支給されるという流れになろう

かと思うんですが、本市においてこの相談件数またそれに対しての申請

手続、決定に至るまでの件数がわかれば、21年度でよろしいのでお願い

したいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  受給者の状況の御質問でございます。本市における生活保護世帯は、

平成22年3月現在で205世帯、保護人数339人でございます。傾向といた

しましては、合併以来、微減の傾向にございましたけど、先般の経済不

況で増加の傾向になっております。また今年度にかけては、その増加率

が平行線をたどってるのが現状でございます。家庭におけるどのぐらい

の申請があってどのぐらい受理してどのぐらいの人を却下したかという

情報は担当部長のほうから説明させますのでよろしくお願いいたします。 

○藤 井 議 長  引き続き答弁を求めます。 

 福祉保健部長 重本邦明君。 

○重本福祉保健部長  生活保護の申請処理状況でございますが、平成21年度は主要施策の成

果に関する説明書にも載せておるわけでございますが、平成21年度申請

が77件、開始、受け付けまして始めましたのが65件、前年の平成20年度

は申請32件でありましたが、倍以上にふえておりますというような状況

で、市長が申しましたように平成21年度はかなり経済悪化の影響でふえ

てまいっております。22年度におきましては21年と同じような状況でご

ざいます。かなり経済的には厳しい状況の中で相談はかなり今現在もあ

るような状況でございます。以上でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  ありがとうございます。続きまして失業対策に移ります。長く続く景

気の低迷によりまして、不況がかなり影響いたしまして企業のリストラ
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等による失業者がますますふえておるというのが現状ではないかと思い

ます。現在の我が国における失業、1年以上で118万人、4月、6月期で長

期化はとまっておりません。これは総務省が8月17日に発表したもので

ございますが、平均の労働力調査によると完全失業者は349万人で、こ

のうち失業期間1年以上の人は前年度比21万人増で118万人ということで

ございます。本市におきましては、その点どういった増があるのか、ま

たそれに対忚すべく対策、そして保護関係とリンクした対忚ができてお

るのかどうか、そういったところをお聞きするものでございます。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ちょっと通告外の質問なので、これはデータ調べておりませんので、

また後日。 

 我がまちの失業対策でございますけれど、例えば今地産地消という形

で農協と連携してえびす茶とかこういうような農産物をちゃんと地元の

人につくっていただくために雇用を増進していこうとか、今回の学校給

食におきましても、要る材料については地元のものを使用してもらおう

と、こういう雇用の創出とか県とか国の失業対策、景気対策によるきめ

細かな景気対策につきましては十分使用いただいてその事業を実施して

いるところでございます。今後におきましても、こういうような政策に

留意しながら、できるものは取り組んでいきたいと、かように思ってお

りますので御理解をしてもらいたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  続きまして、なくそう子どもの貧困ということで福山市が生活保護世

帯の子どもを支援する事業を8月4日に福山市生活福祉課のほうで生活保

護世帯の子どもに対する独自の支援・事業を始めたということでありま

すが、今言いましたように8月4日に開かれた市議会民生福祉委員会でこ

のことが明らかになっております。こういった子どもさんの支援をする

ということで、福山市の場合は教育者を対象にボランティアの方向を出

して、大学の先生とか大学生とか元教師とか、そういった方に賛同を得

て中3を対象に50名、今そういう指導をしておるということで今後はそ

の勉強のお手伝いよりほかに、子どもさんが居住する場所、集いの場所

を市の中へ1カ所増設したということで、今20人ほどの予約があるとい

ったようなことで、福山市のほうでも県内でこういったものをやってお

られると。ちなみに予算は555万円ということでございます。また東京

では、進学をするときの受験費、そういったものを無償で貸し付けをし

て合格したら返還しなくてよいというような策もやられておると。そし

て今の勉強支援については埼玉県のほうでは800名の中3に対して支援を

していくといったことをやられておる。 

 その中で、本市はそういったことの取り組みは策的に考えておられる

かどうかということと、もう1つネグレクトという言葉があるわけです
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が、これは育児放棄ということでございます。大阪市のほうで小学生、

被保護世帯の子どもさんの小学生は夏休みになるとやせてくると、やせ

てくるということはどういうことかというと、1キロ2キロやせてくるら

しいんですが、給食が食べられんということだそうでございます。それ

と中学生の無実施をされてる給食ですね、そこの場合は大体お弁当を持

ってくるのが8割ぐらい持ってこられるそうですが、あとはコンビニで

弁当を買ったり、また食べない子がおるんだと。それも買えんというこ

とで昼を抜きにしておられる子どもさんがそこにおるということで、今

そこの調査をしておるということが載っておりましたが、そういったこ

とで本市においてのそういった給食関係に基づくネグレクトの関係があ

るかどうかという2点についてお伺いするものでございます。 

○藤 井 議 長  和田議員に申し上げます。ただいま発言されている内容につきまして

は、通告外の内容でございますので通告事項に従って発言をお願いした

いと思います。 

 答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  通告外でございますけれど、貴重な御意見いただきましたのでお答え

したいと思います。 

 子どもの健全育成につきましては、我が安芸高田市の非常に主要な課

題でございます。この生活保護世帯に限らず今後子どもたちの支援をい

かにしていくかということは大きな課題なので、これからも研究してま

いりたいと思っております。現在政府さんが行っております子ども手当

とかそういう関連もございます。また全国各地、この福山市とか今事例

をいただきましたので、こういう調査をしながら安芸高田市に合うバー

ジョンがあれば積極的に取り入れて、また実施もしていきたいと思いま

す。課題として受けとめ、これから検討してまいりたいと思いますので

どうか御理解賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  通告外の質問で失礼いたしました。 

 次に受給者等の状況ということで、先ほど受給者の状況を市長のほう

から説明がございましたので、次の質問ですが、生活保護法24条、申請

から決定まで14日以内の決定が原則だということになっておりますが、

本市ではそこの14日以内というところはどういうふうな率になっておる

か、その辺をお願いいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 福祉保健部長 重本邦明君。 

○重本福祉保健部長  保護開始に向けての申請から14日以内が原則ということで、特別な場

合、最高でも30日以内ということになっております。ただ現在率が幾ら

になっておるかという資料を持ち合わせておりませんので、後ほど報告

させていただきます。 
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○藤 井 議 長  暫時休憩いたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １０時２８分 休憩 

午前 １０時２８分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○藤 井 議 長  休憩を閉じて再開いたします。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  先ほどの資料ですが、通告してなかったので大変失礼をいたしました

けど、大体14日以内で決定下されておる本市におきましては、62.3％と

いうことで21市町で7番目にランクされておるということで、そこまで

しかわからんのですが、ということでございます。ですからかなり頑張

っておられるのではないかと受けとめております。 

 それから次の質問でございますが、生活保護の新規申請の処理状況は

どうなっておりますかということも、先ほど市長のほうで77件というこ

とで21年度、発表されましたのでそのことについても年々ふえておりま

す。そういったことでそのほうも今後のこういったふえ方については理

解をしておるものでございます。 

 それから現在本市には人権多文化共生推進室というのを設けられて、

多文化共生に力を入れておられますが、この保護のことで外国人の件で

すが、外国人に対しての保護申請者への対忚はどうなっておりますか、

お聞きします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  多文化共生でございますけど、本年度我が市におきましては今安芸高

田市における外国人のどの程度の方が何人おられるかというのは住民窓

口でわかりますけれど、どういうようにかかわっておられるかというこ

とがしっかりわかってませんので、徹底した調査を今行っております。

これは広島県内でもわかりません。安芸高田、初めての調査やってます。

このことを踏まえて、今後の方向性、先ほど御指摘にあるようなことも

検討してまいりたいと思っておりますので御理解をしてもらいたいと思

います。 

○藤 井 議 長  和田議員の再度申し上げます。通告事項に従って質問をしていただき

ますようお願いを申し上げます。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  次の質問に移ります。財源と所管及び扶助の種類と割合ということで

ございますが、本市における保護費は幾らになっておるか、それから国、

県、本市の負担の割合はどうなっておるかをお聞きいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ただいまの御質問にお答えをしたいと思います。 

 財源と所管及び扶助の種類と割合ということでございます。生活保護
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扶助費に係る財源の内訳は、国が4分の3を負担しています。残り4分の1

を当市一般財源で負担をしております。 

 生活保護事務の所管につきましては、国では厚生労働省社会援護局保

護課が行っております。県では保健福祉局社会福祉部社会援護課が行っ

ております。本市では福祉事務所（福祉保健部社会福祉課）が担当して

おります。 

 それから保護の種類とその割合でございます。21年度分で御説明した

いと思います。生活扶助1億2,770万円、32.3％でございます。住宅扶助

3,520万円、8.9％です。教育扶助397万円でございます、1％。介護扶助

589万円、1％。医療扶助2億1,700万円、55％でございます。出産扶助は

ありません。生業扶助309万円、0.1％でございます。葬祭扶助、ありま

せん。総額大体3億9,000万円程度が本市の現状でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  今、扶助の8種類の割り当てを説明していただきましたが、全体的に

国の負担4分の3、75％、これは保護法が制定された1950年は80％の5分

の4であったわけですが、1989年に現在の75％、4分の3になっているわ

けです。これは補助金の整理とか合理化とか臨時特別の法律によってそ

ういったことになったわけですが、5％の差がやはり財政にもいろいろ

と関連してくると思うので、その点の今後上げていくためのいろんな施

策があろうと思うのですが、そういったことについてどういうお考えを

持っておられるかをお聞きしたいことと、もう1つ小口の生活資金とい

うのがあるわけですが、これは本市では採用されているかどうか、２つ

お願いいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  生活保護の国の75％についてどうかということでございますけれど、

これは大きな国の問題でもございますけれど、現在のところ国の制度に

沿って扶助費を支給するのが役目と判断しております。ただ受給の状態、

例えば保護者の方が外車に乗ってるとか、こういうこともありますので

実態は把握しながらほんとにちゃんと受給者の方が扶助なってるのかど

うかという調査はこれからもしていきたいと、その結果によってはまた

制度改革も国なりに要望していきたいと思っております。 

 また小口の扶助制度でございますけど、現在のところはございません

ので御理解してもらいたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  次の質問に移ります。調査でございますが、申請から決定、支給とい

う流れがあるわけですが、この中でいろいろ調査をされると思います。

この調査はどういったことをやられているのかお伺いいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 
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 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  被保護者の生活実態等の調査という御質問でございます。保護決定以

降における被保護者の生活実態等の調査でございますが、被保護世帯ご

とに訪問頻度格付調査を行っております、年間の訪問計画を策定して、

それに従って訪問して調査を行っております。この計画を基本としなが

ら月訪問計画を立て、対象世帯に対し訪問予定日、調査目的、収入申告

書の提出指示など事前に連絡を行い世帯の訪問を実施しておるところで

ございます。 

 なお、世帯員について出生、転出など変動がある場合、また家屋補修

に要する経費を認定した場合など世帯状況に変動がある場合は、その都

度、臨時に訪問を行い世帯の状況把握に努めているところでございます

ので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  ただいま説明がありましたが、このことについてはケースワーカーや

そういったところが従事しておると思いますが、ケースワーカーや就労

支援の専門員、こういった方は本市で何名ぐらいおられるのかお聞きい

たします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 福祉保健部長 重本邦明君。 

○重本福祉保健部長  ケースワーカーは現在のところ5名でございます。特に就労関係での

ということにはなっておりませんが、係長級の査察指導員が1名おりま

すということで、担当のケースワーカーと査察指導員においていろいろ

面接しながら就労指導関係もやっているような状況でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  5名と1名ということで6名の対忚だろうと思いますが、ケースワーカ

ーというのはいろいろ相談に乗ったり、いろんなことで調査もしたり大

変な苦労がある職と理解しておりますが、当初は大体1人当たり65世帯

というのが都道府県、市町村は80世帯ということでございましたが、

2000年の分権一括法で標準配置数ということになりまして、現在100世

帯に1人とかいうふうなことも起きておるようなことであろうと思いま

すが、今職員の数も減らしていくというような中でケースワーカーをふ

やしていくとかいうことも大変だろうと思いますが、尐しでもふやせれ

ば多くの人に対忚できるんではないかと思っております。 

 それから本市においては、リバースモーゲージという制度があるわけ

ですが、このことについては採用されておるかどうかお願いいたします。

住宅の宅地関係、そういったものを市のほうで融資するから担保に入れ

なさいといったことの制度。そういうことが採用されてるかどうかとい

うことをお聞きします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 
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 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  そういう制度は本市の場合、今採用しておりません。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  それでは次の質問ですが、過去において偽名工作とかいろいろなこと

による不正受給というものがあったかどうかお聞きいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 福祉保健部長 重本邦明君。 

○重本福祉保健部長  不正受給等は合併以来、福祉事務所ということで県から移管を受けま

したが、ありません。毎年県の指導監査なりが秋に入ってまいります。

書類も含めていろいろケースワーカー来てるとかいろいろな調査も含め

て、不正はございません。以上です。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 和田一雄君。 

○和 田 議 員  その調査によって、いかに調査が大事であるかということがわかろう

と思うんですが、先般県のほうで業者が被保護者に対し宿泊所をあっせ

んをして、そこでその被保護者に対してお金を受給するときにはその業

者が情報を得、抱えるようにして連れていって受給を受けておったと。

サンドイッチのように挟まれていっておったということで3名が今提訴

しておるような状況が愛知県岡崎市のほうで見受けられておりますが、

こういったところも今その調査の上で改善をされていっておるようでご

ざいます。調査がいかに大事なのかということを再認識するわけでござ

いますが、その点よろしくお願いしたいと思います。 

 最後に保護申請の門前払いが本市であるかどうかわかりませんが、な

くするようにということと、制度改悪をもとに戻す、事務所の有無や年

齢などを理由に保護申請の門前払いをやめるということと、そういった

生活保護法の本来の趣旨に沿った行政に転換して老齢加算の復活を初め、

かつての政権によって改悪された加算、給付をもとに戻すように努力を

していただきたいと思っております。 

 以上、日本共産党、和田一雄の質問を終わります。 

○藤 井 議 長  以上で和田一雄君の質問を終わります。 

 続いて通告がありますので発言を許します。 

 17番 今村義照君。 

○今 村 議 員  それではさきの通告に基づきまして17番、あきの会、今村でございま

すが質問をさせていただきます。今回も行政評価の問題でございますが、

この行政評価システムの活用と今後についてどういった形で展開をされ

るのか、そのことについてまた改めてお聞きをしたいと思うわけでござ

います。 

 21年度におきまして、この行政評価制度についてはさらに進んだと私

自身評価をしております。具体的には、この行政評価制度の本格的な導

入によって施策評価シートが98項目、そしてその裏づけとなる細目とし
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ての事務事業評価シートが454事業分析をされ現在に至っておるわけで

ございます。その過程において、従来この案件については職員の大変な

努力があり、また事務事業の各職員の事務負担というのはかなりのもの

があっただろうというふうに推測もされ、非常にしんどい目もされてい

るやに思うわけでございます。その御苦労には大変頭が下がるわけでご

ざいますが、そのことによって職員の事務事業に対する取り組む姿勢は

より積極的になり、各事業事務の目的の達成あるいは課題の掘り起こし、

こういったことが効果があったのではなかろうかと総括もされておりま

す。そのことはさらに今後とも大いに期待するところでもございます。 

 一方、その事務事業シートを受けて施策評価が行われ、今年度22年度

の予算査定もこのことが活用され、施策や事業においてその予算配分が

され、今年度の予算化に反映し、執行部の評価によって成立させた現在

執行中の予算ということに反映したんだということも予算編成時に市長

の見解も述べられてきておるわけでございます。 

 そこで、今回はその施策評価システムをさらに進化させる形で本来の

持つ機能、これを充実させるために次の3点についてお伺いをしたいわ

けでございます。まず1点目は、この行政評価というのはこれまで行わ

れてきました事務事業評価並びに施策評価も、市民参加の形でこれにか

かわっていないという実情がございます。それはやむを得ない事情もあ

るかと思いますが、やはりこの行政評価の第1点は、市民の参加をいか

にさせるのか、行政のほうで逆に市民参加に対して取り組むのかという

のが大きな課題でございます。今回が情報公開あるいは行政の説明責任

が市民の前にしっかりされるというのがこの行政評価の目的の1つでご

ざいます。その点から第1点目に市民参加を増長させるためにどのよう

に取り組まれるのか、そのために3つの側面からこのことについての御

見解をお伺いをするわけでございます。まず現在事務事業評価を執行部

の現場で行われております職員の立場から市民へはどういった形でその

市民参加をされるのか、これが1点。2点目に市民サイドから見た市民な

りあるいは市民団体、それから地域づくりの協議会なりそういった団体、

その他市民側への対忚のあり方としてどうなのかという点でございます。 

さらに3つ目の視点として、市民参加を増長させるために市長として市

民の評価を今後受けるためにはどのように考えられておるのか、あるい

は執行上こういうふうにすればさらに市民参加が増長されるのではなか

ろうかというような御見解があればお伺いしたいと思うわけでございま

す。まずこの点について御所見をお伺いいたします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ただいまの市民参加を増長するための取り組みについての御質問でご

ざいます。 

 行政評価を行う意義の1つとして、住民参加の推進が挙げられており

ますが、これは現在市民のフォーラムや地域懇談会、支所別懇談会にお
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いて行政評価をもとに住民と行政が論議を展開しているところでござい

ます。住民への市民参画をこれからも促進していきたいと思っておりま

す。そういう場での意見をできるだけ行政にも反映するようには努力し

ておるつもりでございます。 

 現段階では、評価の結果は専ら内部の論議に活用しておりますが、将

来的には行政評価の制度をさらに高めた上で市民とともに論議する資料

として活用することも検討してまいりたいと思っております。 

 職員とのかかわりでございますけれども、職員の方にも自分の部の仕

事だけでなく、他の部の仕事も力を発揮して、家族、地域の方にしっか

り啓発するように訓辞を行っているところでもございます。いずれにい

たしましても、市民の方々に行政をしっかり理解していただいて、とも

に行政の推進についてみんなの協力を得ながら、すばらしい行政として

いきたいと思いますので御理解を賜りたいと思っております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  現在、地域懇談会なり市民フォーラムでそれにもっていく形で行政評

価の取り組みを紹介しながら今後論議を深めていきたいという方向性の

御答弁でございました。やはりこのことについてはもう一歩突き進んだ

形で展開をする必要があろうかと思うわけでございます。例えば市長と

して職員に対して本来市民ニーズがどこにあるのか、あるいは市民がせ

っかくこの施策評価シートに基づいて内部ではありますが展開している

わけでございますから、今現在ホームページではなるほどこのことが公

表されております。残念ながら21年度の公表は今月末になると聞いてお

るわけでございますが、ホームページなりそういったことに公表されて

いるので市民への情報公開は行われてるんだということには私は実際に

はならんのじゃないかと思うわけですが、そのことにアクセスされる数

は恐らく推定ですがわずかの人だろうと思うわけでございます。まして

や先ほど言いましたようにタイムラグの問題もございます。市長も今年

度の予算にそのことを反映させたということでございますが、恐らく20

年度の評価シートに基づいた形での予算反映であったのではなかろうか

と推定をいたしておりますが、そのことについてやはりもっともっと市

民のニーズがどこにあるのか、そういったことについてやはり首長とし

て職員にそこら辺の考え方をもっと突っ込んでいく必要があるんではな

かろうかと思うわけでございます。1つの例でございますが、普通の民

間の会社でしたら、お客さんである市民に対していわゆる市場調査とい

うのをよくやりますよね。つまり行政は例えばアンケートをとったりし

て事案によってはやるわけでございますが、やはりそういった民間にお

けるマーケティング、いわゆる情報収集をさらに詰めるセクションを行

政でも設けてもいいんではないかというふうに思うわけでございますが、

その点について市長どのようにお考えがあるのかお伺いをしたいと思い

ます。 
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○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  住民の参画、住民の御意見を受けとめるということは民主主義の基本

的な姿勢だと思います。そのために議会があり監査委員、いわゆる我々

の行政をほかの面から見てもらってるわけであって、議会のほうも皆さ

んも住民の代表である、そういう意見を十分に反映してもらいたいと思

うし、我々も執行面の面から財政面がこうだということをしっかりホー

ムページなり広報なり通じて皆さんに啓発しておるところでございます。

今の行政改革の時期に新しい組織をつくるということは課題事項だと思

いますけど、これからもいろんな工夫をしながら皆さんの市民の意見を

聞いてもらいたいと。今支所別懇談会やってもなかなか参加者がおらん

という状況なんですね。非常に市民の方々が行政に対して、市政に対し

て興味がないのか、あきらめておるのか、安心してきてないのか、そこ

はよくわかりませんけど、そういうことをしっかりやってます。これは

うちの安芸高田市だけじゃなし日本全国同じような状況でございまして、

アンケート調査課をつくってからやるというのもユニークかもわかりま

せんけど、そのことも踏まえながら、しっかりこれからも市民の方の意

見を聞く努力をしていきたいと思います。 

 これからも質問あると思いますけど、仕分けやってもこれは場合によ

っては議会軽視になりますよね。皆さんが決めたことをまたひっくり返

して決めるということになりますので、その辺の整合をしっかり保ちな

がら、やっぱり今のシステムを生かしながらしっかり市民の意見を聞い

ていきたいと、かように思いますので御理解を賜りたいと思います。 

 またきょうじゃなくても結構でございますが、こういう方法で意見の

聞き方があるという御提案があれば教授願えたら幸いと思いますのでよ

ろしくお願いしたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 質問の途中でございますが、この際11時20分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １１時０４分 休憩 

午前 １１時２０分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○藤 井 議 長  休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 引き続き質問の許可をいたします。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  まず市民参加の点について市長に伺う中で、じゃ議会との関係はどう

するんだということも出てまいりました。今はやりの事業仕分けを本来

市民がすべきなのかかどうか、あるいは議会にも確かに問題はございま

す。その点につきましては、また後の質問でこの点についてしっかり論

議を重ねたいと思うわけでございます。 

 次に2番目の質問に移ります。行政評価システムと目標管理制度、こ
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のことについてどういうふうに連動させるのかという点でございます。

現在の評価シートを見ますと、事務事業仕分けの中から出てきた課題に

対して目標なり、それから将来この案件については担当者としてこうい

うふうにしたいんだと、あるいはこの施策が現在の段階で重要なのかど

うか、そこら辺のチェックもなされておるわけでございます。さすれば、

その施策評価についてもやはりもっともっとそのことを突き詰めていく

必要があるだろうと思うわけでございます。評価視点を施策ごとにその

妥当性、それから有効性、効率性、これを見るならその目的なり目標な

り、その事業の方向性がより示されるべきではなかろうかという観点で

ございます。次にそのことをさらにステップアップさせて政策展開につ

ながるお考えはないか、この点について市長と論議を賜りたいと思いま

す。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ただいまの行政評価システムと目標管理制度について、どのように連

動させるのかという御質問でございます。本年度より行政評価の実施に

当たっては、すべての施策・事務事業について年度当初に目標設定を行

い方向性を定めて、期中においては、この目標を達成するために部内や

課内で実施内容等について論議を行いながら、より効果的・効率的に事

業を展開しておるところでございます。とりわけ御指摘の目標管理制度

という側面から申し上げれば、当年度に実施する主要事業（今年度は34

事業ございます）については当年度当初に工程を定めた目標設定を行い、

毎月1回幹部会議において担当部長が進捗状況の報告を行い情報の共有

と合意形成を図っているところでございます。 

 また、施策の評価につきましても昨年度よりヒアリングを実施いたし、

今後の施策展開の参考にしているところであります。なお、すべての施

策・事務事業において目的・目標・方向性を含めた評価結果を年度終了

後に公表しているところであります。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  今これまでの行政評価システムの流れについて御説明ございました。

今年度、年度当初に具体的には34項目の重要政策に対して毎月チェック

をしながら合意形成しているというとことでございました。残念ながら、

そのことが議会に見えてきておりません。ということは市民の前にも出

てこないわけです。現実には21年度の施策評価システムの総括がちょう

ど8月の監査期間中だった思いますが、そのコンサル会社と担当者での

検証会がされたようでございますが、事ほどさように、やはりそこに今

市長がおっしゃったような進行性と多尐タイムラグがあるんじゃないか

と思うわけですよ。そこら辺についてはどういうふうに今後されようと

しているのか。なるほど毎月幹部会議でチェックしながら合意形成して

るんだということなら、やはり尐なくとも重要案件についてはその経過
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説明なりするお考えがあるのかどうか、そこら辺についてのお考えを賜

りたいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  主要案件につきましては、議会は全員協で、それから市民の方には広

報で大まかな方向性については現在広報をかけております。それ以下の

ことをかけて、今度は行政の執行権のこともありますけど、混乱を招く

おそれがございますので、そこらを取捨選択して議会の方々にもできる

だけ知っといてもらいたいということがある場合にはちゃんと全員協な

り開いて報告をしているつもりでございます。例えば新交通の件、過疎

法の件等どういうふうになるかという方向性については、ちゃんと皆さ

んに明示しているつもりでございます。今後市民の方々に報告するよう

な課題でもあれば、ちゃんと報告いたしますけど、今現在議員御指摘の

ようにすべて市民の方に報告してないということでございませんので、

しておりますので、この精度をどの程度までというのは議論があるにし

ても、このことについてはこれからも検討していきたいと。市民の方々

も非常に細かいことまで聞いてもなかなかわかってもらえないので、大

まか安芸高田市の方向性、将来性について理解いただければそれでいい

んじゃないかと、かように思っております。また特例的な事項について

は、議会のほう、市民の方の要望があれば、その都度またお答えしてい

きたいと、かように思ってますので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  このことについては議会も深く自省するところでございます。確かに

行政評価の中で市民に本来ならそういう案件についてもっともっと市民

ニーズをくみ取るには、議会として市民の前に出ていってしっかり意見

を聞く、あるいは案件の方向性について説明をする、こういったことは

欠けていたことは事実でございます。現在、議会改革の名のもとにこの

ことを例えば議会報告なり、これから市民との懇談に入っていくわけで

ございますが、そこら辺についての今後の方向性については議会として

もしっかり自省しなければならないということは重々意識しているとこ

ろでございます。 

 そのことはまた後で具体的に述べるとして、次にこれまでの市長の展

開されております施策展開が政策として市民の前に今後こういったよう

な形で施策を展開するんだというお考えについて、さらにもっと体系的

に説明される必要があるやに私は思うわけでございますが、その点につ

いてのお考えをお聞きしたいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  貴重な御忠告ありがとうございます。実は私のマニフェストと新交通

体系とか市民総ヘルパーとかという構想は私なりに体系的に説明してい
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るつもりでございます。安芸高田市の人口構成を説明しながら、将来的

に人口が減ってきますよと、将来的に老人とか支えるのをどうしないけ

んということの中から、市民総ヘルパー構想ですよということを行って

ます。先般の支所別懇談会においてもグラフを示してやりましたけど、

これ以上ちょっとやれということになれば、また私も勉強しないけんと

思いますけど、これは私なりにちゃんと説明してますので、議員さんそ

こを見とってなかったらしっかり見てもらいたいと思います。皆さんも

立ち会うておられますけど、データを示しながら市民の方も納得してお

られます。さらにわかりやすい説明することには心がけていきますけど、

体系的には安芸高田市の高齢化率、尐子高齢化の問題、これを支えるた

めの市民総ヘルパー構想であり、また老人の対策としては将来の皆さん

方の移動を確保するための新交通だということでちゃんと理解してもら

ってると私は思っておりますけど、まだまだ説明が足らんところもある

と思います。また広報の仕方もちゃんと言葉を行政用語を使わないよう

に、ちゃんと皆さん方にわかりやすい言葉で表現することも大切と思い

ますので、今後もわかりやすい表現には努めていきたいと思いますので

御理解を賜りたいと思います。貴重な御忠告、ありがとうございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  そういう形で市民の前に示されてるというのはよくわかるわけでござ

いますが、さらにその政策展開については、やはり政策の目標性がしっ

かり示されるべきだろうと思うわけでございます。それは数字的な目標

なら一番わかりやすいでしょうし、数字で示すことはできんけれども、

その環境をこういったような形で今後変えたいんだと、それが目的なん

だと、あるいは市の行政の方向性なんだということについて、どのよう

にお考えでしょうか。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  これ以上の目標設定はないと思っておりますけれども、とりあえず将

来の尐子化に備えてたとえば多文化共生だったら将来人材育成に困りま

すよと、そのためには外国の方々に手伝ってもらわないとけないんだか

ら、そういう課を設けましたよ、大きな目標とするところでございます。 

新交通にしてもそうです。新交システム、今のシステムでは乗れない

システム、周りの交通状況では。乗ったとしても費用かかる、そうじゃ

なしに皆さん方の乗れない状況を乗れる状況にしてあげましょうと大き

なわかりやすい目標を設定してます。市民総ヘルパーにしてもそうです。

今までの介護保険とかいろんな国保の制度なんかはだんだん検討するた

びに国保の金、介護保険の金が上がっていますよと。若い人は金をかけ

んようになりますよと、そうするためにはサービスが落ちたところにつ

いてはやっぱり皆さんが自助・公助でしっかり支えてあげましょうと、

その補完をしようという大きな目標設定を掲げて、これ以上わかりやす
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い目標はないと思います。何人が助かって、何人がどうこうというのは

わかりませんけど、そんな行政は、広島県、日本、考えてもやってると

ころはないと思います。ただ私の行政というのはしっかり目標設定をし

てると思います。それでもしこれを将来のために人口を減ってもどうに

かなるんだということがあれば、また皆さんの御意見聞いていきたいけ

ど、現在の人口構成から将来に向かっても非常に厳しい状況にあると。

そうなっても安芸高田市を支えていくためには、福祉を広島市とか韓国

行ってするわけにはいかんと、そのためにはちゃんと働く人をちゃんと

確保していこうという、ちゃんとわかりやすい目標だと思ってるんです

けど、ごめんなさい、私の自負してた。まだもう尐しいい目標があった

ら皆さんの御意見を賜りたいと、かように思いますのでよろしくお願い

いたします。こういうこと、レベルの問題だと思うんですけど、これ以

上わかりやすい目標設定はないと思ってます、自分では。皆さん方の将

来を支えるために人材育成してあげましょうと、将来の病院を支えてあ

げましょうと、この中山間地域、将来的には看護婦さんいないですよと、

そうすると学校から数人助けてもらいたいと、こういう目標を掲げて、

お医者さん来られますよ、この目標捨てて改善するって。わしの個人病

院助かる言うて、そりゃそうでしょ。あと10年すればこの中山間地の病

院に、または僻地の病院に今でも来ないですよ、今の尐子化で半分にな

りますよ。だからそういうことにならんように今から人材の育成をしよ

うと。もちろん昨年、今の男女共同参画社会にしても女性のパワーもも

らわないけんと、それをやっても足りませんよと、またいっぱい頼らな

いけんということをちゃんと目標設定を立てておりますので、私なりの、

すみません、生意気なことを言いましたけど、目標の仕方をもっと違う

角度があれば皆さんの御教授を願いたいと思います。今の私の頭ではこ

ういうことしか浮かんでこんのでよろしく御理解をしてもらいたいと思

います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  まさに今おっしゃった姿勢を市民は期待しておるわけでございます。

このことによってそれをもっと深く突き詰めていくというのが私らの役

目だと思っておるわけでございます。いみじくも目標の角度をどういっ

たような形で今後詰めるのかという点が出てまりました。このことを次

の3番目の質問でさらに具体化していきたいと思うわけでございます。 

 これまで策定されております総合計画、これには多尐の状況の変化に

よって見直しもあるやもしれんという執行部のお考えもあるようでござ

いますが、そのことと市長のマニフェスト、これを盛り込んだ政策展開

が今後どのようにされるのか。そしてどのように体系化されて説明され

るのかというのが大きな今後の課題だろうと思うわけです。これまでた

びたび言ってきましたけれども、行政評価システムの究極は政策評価に

つながるわけですよ。そしてその政策に対して市民がいいかにかかわり、
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その市民ニーズにこたえるか、このことをお互いに検証するというのが

行政評価の原点だろうと思うわけです。そうすると政策展開に向けて今

後総合計画、これまでの行財政推進計画、各種のいろんな計画がござい

ます。これと市長が選挙で公約されたマニフェストをどういうふうに仕

組んでいくか、これがこれからの課題だろうと思うわけです。そこには

執行部と議会と市民の3者の推進体制が構築されなければなりません。

このことについての説明方のお考えをお聞きして、ちょっと突っ込んだ

形で論議したいというように思うわけです。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  総合計画や私のマニフェストを盛り込んだ政策展開をどのように推進

し体系化するかという御質問でございます。行政評価の体系につきまし

ては、基本的には市の総合計画の施策の体系に沿って現在作成をしてお

ります。御質問の総合計画や各種計画、またマニフェストも当然のこと

ながら行政評価体系表に組み入れられており評価の対象となっておると

ころでございます。 

 今後どのように市民にわかりやすく評価結果を公表していくか、また

市と議会、そして市民の3者でどのように推進体制を構築していくかと

いうことは、今後検討すべき大切な課題と思っております。 

 先般も同僚の議員さんから質問ございましたけど、こういう見直しを

する時期に来ていると私も認識しております。過疎法の変更時期である

とか、この安芸高田市の合併のときに使われました総合計画につきまし

ては、社会的状況もかなり違ってきております。そういうことを踏まえ

ながら早い時期にこの計画の策定に取り組んで、総合計画の変更に取り

組んでいきたいと思っております。私は1年と申し上げたんですけど、1

年以内ということでしっかり、実際的には各職員にはそういう方向で指

示をしておりますので、ある時期には皆さん方にまた御相談申し上げた

いと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  ここに実はよそのことなんですが、ちょうど規模的には安芸高田市と

同じような規模で、熊本県に合志市というのがあるんです。これは2町

合併してできたまちなんですが、そこで進めてるのをちょっと聞いてみ

てください。この総合計画の策定への考え方、それからその総合計画と

連動した形での行政評価システムのことについて現在行われている事例

でございます。そこには当然これから見直しもされるであろうその総合

計画を基本として市民にわかりやすい形での総合計画の策定、それから

政策体系の整備及び位置づけですね、それから市長のローカルマニフェ

スト、これを盛り込んだものを、ちょっとここが当市と違うところなん

ですが、市長の任期とこのことをリンクさせた形での総合計画の策定を

やってるわけです。それは望んでもできないわけですから、しかしそこ
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で総合計画と行政評価システムの推進体制、このことについてはしっか

り学べるんじゃなかろうかと思うわけですよ。 

 先ほど言いましたように、執行部があり、それから議会があり市民が

あるわけですね。その3者の関係の中でその総合計画及び行政評価シス

テムの推進をするために、例えば市民サイドで言いますと、総合政策審

議会というのを設けてるんですね、ここの場合。これは公募の市民と有

識者20名で構成されている。ただそこだけではなしに市民に参画を促し

てアンケートであるとか事業別にワークショップを通じて実に驚くなか

れ市政への参画を1割の人がこれにかかわってきてるんですね。このこ

とを逆に言えば制度化してるわけですよ。こういったことがこれから総

合計画を詰めていく、あるいは政策展開をしていく上で当市にもやっぱ

り求められているんじゃなかろうかと思うわけです。もちろん議会とし

て先ほども言いましたように、これから市民の前に出ていって本来市長

が選挙運動を通じてマニフェストが生まれたようにほんとに市民のニー

ズがどこにあるかというのは市内全員であたれば、さらに強い市民ニー

ズが情報収集できるわけですね。そのことを展開としてこれから取り組

んでいくつもりでございますが、そこら辺とあわせてこれからのあり方

については総合計画の進め方について検討課題というふうにおっしゃい

ました。そして1年以内にその案が示されるんではなかろうかというこ

とでございますが、以上の観点から見て市長の御所見を改めてお聞きし

たいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  総合計画というのは今の熊本県の例もありますけど、非常にそこの中

身を見ても普通の感じの総合計画です。以前ちょっと触れたこともある

んですけど全然変わったこともない。ただ市民の意見を聞くというのは

一般常識という話なんで、うちもこの計画策定に当たっては、ある検討

委員会と、前回もそういう手続は踏んでおられます。そういうことをし

ていきたいと。もちろん議会の方々の意見も賜りたいと。私、政策的に

は非常に自信があるんですよ。どのまちとっても、今の市民総ヘルパー

構想にしても新交通にしても、今の多文化共生にしても広島県初めてで

すよ、これ全然やってない。これをやってるね、ちょっとは評価をして

もらいたいと思うんですよ、非難ばっかりじゃなしに。悪けりゃ悪いと

言ってもらいたい。このことをしっかり評価も非難も加えながら、新し

い計画の中に位置づけていきたいと。そりゃそうでしょ、いつだって今

まで議論してきたけどこんな考え出んのです、何ぼやったって。新たに

市長がなってマニフェストに書いてあるけしょうがないけじゃないです

よ、皆さん非常に評価もいただいてますよ、やってくれと。さらなる充

実も図っていけと。そうするにはどうすればいいかというのが原点だと

思います。私非常にこの安芸高田市の長期計画いい方向でいくと思いま

す。広島県にない、広島県で一番の計画ができるんじゃないかと、かよ
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うに自負しております。しっかりそのためにも議員の皆様、市民の皆さ

んの意見を今以上に聞いていくことが大事だと思っておりますので御理

解をしてもらいたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 今村義照君。 

○今 村 議 員  えらいお言葉でですね、私は別に非難しているつもりはないわけです。

そこのところは誤解のないようにしていただいて、もっと市長の政策展

開については非常に評価をしております。そのことについてさらにその

ことをより市民に知らせ、議会に理解を求める意味でそういった仕組み

をつくればいいだろうと。なおのことそれが総合計画なりに体系化され

て市民の前にしっかり公表される、その目標が完全に展開されるならこ

れにまさるものはないわけですよ。それに向けてだからおっしゃるよう

に、定住促進なりそれから総ヘルパー構想なり新交通システムなりです

ね、そういったことを含めてそのことを計画にしっかり体系的に説明し

ていくと、こういうことが必要じゃなかろうかということを言ってます

ので、そこら辺について改めてお考えをお聞きして、私の最後の質問と

いたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  貴重な御提言ありがとうございます。要するに市民の方々にもっとも

っとこのことを理解してもらうということだと思いますので、我々もそ

のつもりで市民の方々にまた啓発のほうに考えていきたいと。先ほど申

しましたように、職員も一丸となって建設課が福祉課のことを知らんと

か、福祉課が建設課を知らんと、実態はそうなんですね。市長において

も各課の事業をしっかり知るシステムをつくって、またしっかり非難を

してもらっていい方向にしていきたいと思っております。非常に大事な

ことなので、このことの中に評価システムとかいうのも定期的に加えて

いくことも大事だと思います。貴重な御提言ありがとうございました。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。これをもって今村義照君の質問を終わりま

す。 

 この際13時まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １１時５１分 休憩 

午後  １時００分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○藤 井 議 長  会議を再開いたします。 

 引き続き通告がありますので発言を許します。 

 9番 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  9番、宍戸邦夫でございます。さきに通告いたしました3項目にわたっ

て質問させていただきますが、まず防災について市長にお伺いいたしま

す。今安芸高田市も安全安心なまちづくりということで積極的に取り組
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みを進め、市長の提案の中で自主防災組織も組織化がされつつある。私

の地域も今年度中に組織を立ち上げようというふうな地域振興会の動き

でもありますが、そうした市民の皆さんの安全安心に対する関心度が高

まっていると感じております。またさきにおいてはハザードマップの見

直しということも市長のほうから言われてきております。特に防災につ

いていろいろ幅が広いわけでありますけれども、特に市内各地にあるた

め池の安全性の点検というものを行政主導と言いますか、主体的に取り

組みをしていったらどうかと思うわけです。この質問は実は平成20年9

月の議会にもこういう定例議会においても質問はさせていただきました。

なぜ2回行うかということでありますけれども、今気象状況というのは

何とか変な状況で豪雤も局所集中的なゲリラ的豪雤が発生している。7

月の庄原の災害もそういう状況にあったのではないかと思いますし、平

成18年でしたか八千代の豪雤も集中豪雤で相当な被害をこうむったとい

うことがあります。そういうようなことから、このため池というのは農

業を中心とした利活用目的としたため池もあるわけですけれども、考え

ようによっては、これは災害防止をするため池でもあるというふうに思

うわけです。いきなり土砂が流れるのを一たん受けとめるという役割を

持っているいわば多目的なため池でもある、こういうふうに考えている

わけです。そういうことを考えたときに逆にため池が集中豪雤でオーバ

ーフローしていくということになりますと、逆にため池が決壊したとき

には下流の住家、農地はもちろんでありますが、住家が多大な人的被害

も相当あるんではないかというふうな箇所が見受けられるわけでありま

す。そういうことを考えたときに、私はため池というのは地元の受益者

が管理するのが当然ではあろうかと思いますが、しかし管理者でない住

家の人がこのことについて大変な不安を持っておられる人が何人かおら

れる。こういうことにかんがみて私はあえてもう一度質問をさせていた

だいて、この行政主導で地元の振興会なりそして自主防災組織なりの協

力を得て、もう一度調査をしたらどうかと考えておるわけであります。 

 20年の9月ときの答弁の中に、市長は1,000立方メートル以上の危険な

状況にあるため池138地区について、関係者との協議で順次改修を実施

していますと言っておられるわけです。それはそれとして、実施してお

られるというふうには思いますが、その138地区に1,000立方メートル以

下というのも対象に入れていただいて、この調査を行政が主体的にやっ

ていくというのが一番いいと思いますが、やっぱり地元の住民の皆さん

と安全安心ということを考えて地元の皆さんの協力を得ながら、また地

元の人がここにこういうふうなため池があるんだなということを関心持

っていただく、こういうことをやっていただければと思います。それと

同時にハザードマップが作成されるということでありますが、ここにた

め池の位置は書いてはあるんですけれども、どういう状況かというのも、

もしできればそういう実態というものをハザードマップの中にも入れて

いったらいいんではないかと思います。災害が起きてからでは遅いとい
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うことで私は2遍目の質問をさせていただいたということであります。

まずその点よろしくお願いします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ため池についての御質問でございます。ため池の安全性の点検を行政

主体でできないかという御質問でございますが、行政といたしましては、

毎年梅雤を前にため池の管理の徹底について広報あきたかた等に掲載い

たしまして、日常点検において堤体周辺の変形、漏水の有無等を確認し

安全性の確保を図っていただくよう啓発に努めておるところでございま

す。今年度も7月の広報紙でお願いをしたところでございます。御承知

のとおり、ため池の管理につきましては、受益者みずからが管理をされ

るものと認識しておるところでございます。したがって行政といたしま

しては、今後においても引き続き安全性に留意した管理指導を行ってま

いりたいと思っております。 

 またこのたびの豪雤によりまして、ため池の被災箇所は、安芸高田市

全体で8カ所把握をしております。幸いにも決壊に至る大きな被災は発

生しておりません。しかし、本災と報告しているものが1カ所ございま

す。これは10月に査定を受ける準備をしているところであります。それ

以外7カ所につきましては、市単独事業の農業土木災害復旧補助事業で

対忚してまいる予定でございます。 

 また、自主防災組織の協力のもと、ため池の実態調査ができないかと

いうこともございました。安芸高田市のため池の実態把握につきまして

は、平成12年から平成17年にかけて国、県の指導のもと実態調査をいた

しました。その結果、安芸高田市全体で905地区をため池台帳で整理を

しております。この調査によりまして、場合によっては決壊が危惧され

る危険なため池が138カ所あることを把握しており、昨年度ハザードマ

ップを作成し、支所や受益者に配付したところであります。現在そのう

ち地元要望のあるところから関係者と協議を進め、順次改修事業を実施

しているところでございます。市といたしましては、このハザードマッ

プをもとにして安全性の確認について地元代表者を初め全地域への啓発

に取り組んでいるところでございます。今後とも日常管理や降雤時の対

忚などの指導と情報提供の充実を図ってまいりたいと考えておりますの

で御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  ありがとうございました。市としての取り組みはよく知っております。

ただ調査をする段階で地元のほうの話なんですけど、もう相当古いため

池があるわけですね。そのため池が登記簿を見ると、大体だれだれほか

何名というのが設置管理者というふうになっておるんですけれども、中

には共有地だけ書いてある。だれが責任者かわからん、こういうのもあ

るわけです。そういうのが何件かあるということでこれをどうしたらい
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いかということがあるわけですね。だれの責任において、またかもうて

ええんかかもうて悪いんかそういうことがその地域の住家の人が代が変

わったりして不明なため池が数多くある、こういう状況があるわけです。

そういうところをどういうふうにしてやっていったらいいかと。当然地

元が危ないと思う人が管理すればいいんでしょうけど、やっぱりそれは

勝手に構っていいかどうか、構うことによってさらに人災を起こす場合

もありますので、そういう点についてはちょっと市長に質問をしておき

ます。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ため池につきましては、やっぱり管理関係、さっきの管理組合とかあ

るので、その実態を行政としてもしっかり把握をしていきたいと思いま

す。また管理所についても整理組合ができてる場合はちゃんと設定する

などその手法に努力していきたいと思っております。 

 水は大切な資源なんですね。今まで農業をするためのため池という概

念だったんですけど、今度はさっき議員御指摘のように防災上とか、例

えば水道の水源として可能かどうかと。実はこういうテーマで調査をし

ているんですけど、土改連に行ってもらってるんですけど、こういう方

向からもある程度行政がいっそ関与していかないけんとこもあると思い

ます。このように農業がなくなったからため池要らんというんじゃなし

に、市の大きな財産としてこれからも、どういった位置づけになってい

るかとかどういう役割があるかというところを徹底的に調査をして有効

活用に努めてまいりたいと、かように思っております。 

 また管理につきましても、ちゃんと権利者を調べまして、その辺のこ

とを地元と話し合えればと。基本的には組合のため池でございますので、

管理者みずから災害なりそういうことをしていくのがベターだと思いま

すけど、さっき申しましたように総合的な見地の話もございますので、

行政としてもちょっと一考してみたいと、かように思っております。御

理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  それで私が特に申し上げたいのは、局所集中型の豪雤による被害が、

ため池があることによって人的被害にならんということがまず1番の目

的で私は言っておるわけです。ですから中にはだれの管理者が責任が問

われるかわからん、こういうところもやっぱり地元の人は、ここにため

池があるということは知っておられるし、それをどうするかということ

を行政が主体的な立場をとってやっていただければと考えております。 

 次の質問に移ります。高速情報通信網（光ファイバー）整備について

でございますけれども、これはさきの安芸高田市の過疎地域自立促進特

別措置法に基づく過疎計画の中にもあるわけです。これもまた以前私が

質問したことがありまして、この光ファイバーというのは各公共施設が
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各支所には既に引っ張ってあるわけですけれども、各戸すべてこの光フ

ァイバー通信網というものを配備して、この活用を積極的にして、例え

ば福祉とか、教育はもちろんですけれども福祉問題、医療問題、そうい

うこともこうした光ファイバーによって活用していけばと考えておるわ

けです。この必要性というのは過疎計画の中にもうたってありますけれ

ども、その必要性というものをどういう範囲でどういう活用をするんだ

ということをまず知りたいということと、具体的な取り組みの計画、例

えば過疎計画22年から平成27年に6カ年延長ということがありますが、

その間に検討するのか、その間にはもう検討して既に計画を実施計画ま

で立てられるのか、そういう点についてお伺いいたします。そしていつ

ごろ市民に明示できるかということもあわせてお願いいたします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  先ほどの質問の補足でございますけれども、ため池ですね、構造的に

は越流ますになっとって人工的に降った雤以上の操作はできんようにな

ってます。自動的にオーバーフローしてから出すと、尐ないときにはそ

こで制御できるということですから、ダムが壊れなかったら安全なんで

すけれど、ダムが壊れたらだめなんで壊れてないという安全を確かめな

いといけんということでございますので、そういう方向性から検討して

みたいと思っております。構造的には越流するんで過放流ということは

絶対ありません。ダムがあったために、決壊だったらですよ。ばあっと

降ったら流れますよ、決壊しないような構造にしとかないといけんとい

うことです。 

 それから光ファイバーの件でございます。これは私も光ファイバーと

いうものは高額な金額もかかります。私も引き継いだときにはＡＤＳＬ

で処理するかとかいうような手法もあったんですけど、全国的に見たら、

もうほとんど光ファイバー整備してます。国のほうの施策も困るのが、

光ファイバーありきで施策を展開してきます。もうあんたのとこのうち

にはないよ言うても、うちはラジオしかない、テレビはないと同じよう

なことなんで、やっぱり条件整備的、行政的には必須の条件の話になっ

てると思います。県下においてもうちと加計と庄原が今度無線入るんや

からそのぐらいしかありません。だからそういう意味でも若者定住の意

味からもこれ絶対必修科目と理解しております。予算的にはどうかとい

う話でございますけど、やっぱり合併特例債があるその間にこの問題を

処理していきたいと。できることならその処理をやって、7割、8割の支

援をいただく中でこの問題を片づけていきたいと。いわゆるものとすれ

ばあるまち部じゃなしに市全体をカバーしていきたいと。54号線沿いと

かその住宅地だけを、多いところだけレンタルすれば半分の経費で済み

ますけど、そういうわけにはいかないんで、安芸高田市全体をカバーし

た整備をしていきたいと思っております。このことはやっぱりこれから

も必須の課題だと思ってます。若者定住を考えると、若い人に聞いたら
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光ファイバーもないんかというようなことをおっしゃいますので、この

ことは安芸高田市の市政として、市の1つの誇りとして光ファイバーが

要るんじゃないかと思ってます。活用の方向なんですけど、この時期に

つきましては、あと3年後に切れますけど、それまでには計画を立てて

方向性を、合併特例債ということを言いましたけど、ここ一、二年の間

には方向性を出してじゃないと間に合わなくなるので、いつからと言わ

れたら、そこに間に合うような実施の仕方だと思ってもらったら間違い

ないと思います。 

 それから何をやるかということなんですけど、いろんな市の中の情報

をテレビで放映するとかいうことも必要なんですけど、まず防災的にし

っかりこれを使うシステムをつくりたいと。今防災無線が有線と無線と

でなったり、安芸高田市向原とか吉田とか高宮とか一斉の通報ができん

とか、こういうことがありますので、そういうことはしっかりと共通の

システムにしたいと。もう1つは、お年寄りの対策として今新見とかで

やってるんですけど、ワンタッチシステムといいまして簡単なパターン

をつくっとってですね、6つぐらいの。年寄りの方がごみ捨てるのに困

ったらぱっと押したらちゃんとこうしなさいとか、何かものを押したら

だれかが教えてくれるとか、こういうワンタッチシステムというのが、

これするというんじゃなしにこういうのを参考にしたいと思ってます。

非常にお年寄りの方、複雑なボタンを押してもわからなくなるので、こ

ういうようなことができるんじゃないかと。こういうことによって成功

した自治体もあるんで、そういうこと。それから大きな市内の広報紙と

しての役割、広報活動としての役割というのは第2次的にも考えていき

たいと思ってますけど、これ非常に運営費もかかるのでテレビの画面を

つくったりそれ編集したり経費等かかるんで、このことにつきましては

もっと勉強していきたいですけど、一義的には防災的なことをして、ツ

ーステップとしてこのような北広島でやってるような方向も考えていき

たいと、かように思っております。どっちにしてもこの運営に当たって

は市民の方々に理解してもらって加入していただかないと非常に高いも

の、絵にかいたもちになりますので、市民の方が納得いくような形でこ

の方向性を定めていきたいと、かように思っておりますので御理解をし

ていただきたいと思っております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  今若者定住というのが安芸高田市の大きなテーマになろうと思います。

さきの先輩の議員さんの質問の中にもやはり高齢化が進んでいく中で、

若者定住が今から大事になってくるというふうに私も思っているんです。

しかし、そういう定住できるような環境がないようなまちにしたんじゃ、

確かに福祉対策ももちろん大事なんですけど、そういった先行投資的な

行政運営というのも私は大事なんだろう、こういうふうに思うんです。

また企業を誘致するに当たっても光ファイバーがないと企業も来てもど
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うにもならんなというふうなこと、交通網と一緒です、通信網。それは

企業にとって大事な命綱になるわけで、そういうことを考えたときには

相当の経費がかかるというのはわかります。わかりますけど、将来の投

資として早くやるべきだろうと私はこういうふうに考えております。大

体きくところによると6億円ぐらいだったら補助をもらってできるんじ

ゃないかという話も聞くわけですけれども、そこらは定かではありませ

んけれども、早い取り組みでやって、この安芸高田市がむしろ安全で安

心でしかも若者定住、工場誘致というふうなある程度、積極的な取り組

みを早くするべきだろうと思います。広島県の中でも遅いほうだという

ことは別として、光ファイバーをやるまでにほかのいろんなインフラ整

備を安芸高田市もされてきたわけですから、ここがおくれてるとは思っ

ておりません。ですから早い段階で取り組みをすればという私の考え方。 

 次の質問に移ります。私がここで3項目質問させていただくんですけ

ど、特にこの小規模多機能型居宅介護について、これを市長さんに特に

考えていただきたいと思うんです。さっきの2つも積極的に取り組みを

していくわけですけど、今安芸高田市は市民総ヘルパー構想ということ

で、いろいろ市長さんアイデアを出されて、この過疎計画の中にもある

わけですけれど、家族介護リフレッシュ事業とか生活サポートとかいろ

いろヘルパー2級を取るための費用の負担をある程度していこうとか、

いろいろ市民総ヘルパー構想の中に取り組みをされておられます。この

小規模多機能型の居宅介護について、市としての取り組み状況、まず今

までのそしてこれからどうするかということを聞かせていただきたいと

思います。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  小規模多機能型居宅介護の前に、さっきの御質問の補足をさせてもら

います。全くそういうこと説明不足だったので漏らしてました。やっぱ

り光ファイバーによる情報の速度を速めるということですね。それと企

業誘致にもそういう問題がございます。それから我々辺地医療、この医

療の効率を高めるためにもこの問題が必要ということを、老人だけのた

めじゃなしに若者の定住にとっても大きなことなので、ぜひともこれは

早い時期にやりたいということで御理解してもらいたいと思います。あ

りがとうございました。 

 小規模多機能型居宅介護についての市としての取り組み状況でござい

ます。小規模多機能型居宅介護について市としての取り組み状況は、現

在、高齢者福祉計画第4期介護保険事業計画に基づき、平成22年度の開

設を目指して有限会社マイドウにより美土里支所の近くに認知症対忚型

のグループホームと小規模多機能型居宅介護事業所の建設が進められて

おるところでございます。さらに本年10月22日までを期限といたしまし

て、今度は向原・甲田地区を包括するための小規模多機能型居宅介護事

業所の募集を現在行っているのが現状でございます。 
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○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  しょう規模と読むのか、こ規模と読むのか、大体私ら行政ですからこ

規模というふうに言うんですけど、その多機能型居宅介護ということで、

市としての取り組み状況というのはわかるんですね。美土里町のほうに

もこれから建ち上げをされようとしておられますし、これも民営ですね。

この取り組み状況を私は今後行政が主体的にやるというのが一番いいん

ではないか、この安芸高田市の高齢化が進んでいく中で民営化で任すと

いうだけじゃ、これちょっと経営的に成り立つんだろうかという不安も

あるわけです。一たん始めますと、やめるというのは大変困難だろうと

思います。ですからそういうことを市として積極的に取り組む必要があ

るんではないかと思うわけです。この制度の特徴について、ちょっと簡

単でいいんですが具体的に説明をしていただきたいと、また先ほど申し

ましたが、高齢化が進む中で介護施設拡充ということも私は以前の質問

にも言いました。在宅介護というのは、介護はもう限界である方もおら

れますので介護施設というものを充実強化していってほしいということ

も質問させていただいたわけですが、そうは言いましても財源的にも物

理的にも限界があるということになりますと、やっぱり在宅介護という

のは積極的な取り組みが必要だろうと思うわけです。そういうことでこ

の制度の特徴についてどういうふうに把握されておられるかお聞きした

いと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  私がわかる範囲内で御質問にお答えいたしますけど、詳しいことにつ

いては担当部長のほうから説明したいと思います。 

 小規模多機能型介護というのは、今行政直営でやったらどうかという

御意見でございますけれども、全般的に今日本の方向でほんとは施設介

護というのはこれから日本の財政はついていかないと、できるだけ在宅

介護をしていきたいというのが厚生省の方向ですね、国の。そういう指

導を受けているわけでございますけれども、そうかといってちゃんと預

けないけんシステムも要るということで、これは小規模多機能型介護で

すけど通所型も重視した介護と聞いております。いわゆる自分のところ

では見れんのだけど、そういうところの補完をしてもらうことによって

ちゃんと家で見ることができるとか、それから痴呆性の方がおられます

ので、こういう方の対処も今聞いておるところでございます。それから

直営でやりますと、民間の活力を利用をしたよさが出てこないので、民

間もあって今の高宮のような直営もあるということのお互いに切磋琢磨、

牽制し合いながら効率のいい社会をつくっていくのがいいんじゃないか

と思っております。もちろんそのためには行政がちゃんと的確なる指示

監督のもとにということは前提で考えております。いずれにいたしまし

ても、こういうような施設の展開というのはどうしても介護保険料とか
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医療費のアップにつながってきますので、慎重に考えていきたいと思っ

てます。詳しい小規模多機能型居宅介護については、担当部長のほうか

ら説明したいと思います。 

○藤 井 議 長  引き続き答弁を求めます。 

 福祉保健部長 重本邦明君。 

○重本福祉保健部長  小規模多機能型居宅介護でございますが、これは平成18年4月の介護

保険法の改正によりまして地域密着型サービスということで創設されま

した。この小規模多機能型居宅介護は通い、デイサービスを中心といた

しまして要介護者のそれぞれの態様に忚じて、希望に忚じて随時訪問介

護等もでき、またショート、泊まり等も組み合わせてできるようなもの

でございます。重度、中重度となっても在宅での生活が継続しながら施

設の利用となります。このサービスが創設される前には通い、訪問、泊

まりそれぞれ別なサービスで介護サービスというふうなところもござい

ましたが、地域へ根差した地域密着ということで同じスタッフによりま

して、例えば認知症とかいうのは安心できるようなスタッフでございま

すので、連続性のあるケアを利用できるようなところでございます。登

録数が25名以内で1日当たりの通いの利用者が15名以下、泊まりは9名が

上限となっております。以上でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  安芸高田市、市長を中心に市民総ヘルパー構想というとこでですね、

先ほど申しましたが、いろんな事業を取り組んでまいります。これを何

人かの人が講座を受けたりして、資格もとられていくだろうと思うんで

す。先ほど部長さんのほうからも地域密着型ということでした。病院へ

入院しておられたり、施設介護をしておられる方も、そういう従業員さ

んとかに聞きますと、やっぱり家に帰りたいという人がほとんどだそう

です。ですが、実態的にはもう帰れないという実態があって寂しい思い

をしておられる方が何人かおられると聞きます。そこで地域密着型とい

うことで市長さんは、家族介護リフレッシュ事業とか2級のヘルパーの

資格を取るための助成とかしておられますし、生活サポート事業ですか

ね、そういうものもやっておられるわけです。そういう事業を展開して

いく中で、最終的にヘルパーの資格を取ったときに、そういう人たちが

どこかで活用できる場があればいいんじゃないかと思うんです。せっか

く資格を取っても、施設も行かれんし病院ももちろん介護者として行か

れないという状況の中で、地域の中で介護サポートをしていくと、地域

住民全体でこれをサポートしていくということがこれから問われるなと

思うんです。施設介護を重視してほしいということはやまやまなんです。

ですがこれも限界があると思いますので、そういうところを私ら行政が

主体的にやるべきではと思うんです。せっかく市長さんが市民総ヘルパ

ー構想と言って総がかりの大きなテーマでやられても、具体的にそれを

どういうふうに体系的に推進していくかということになると、これから
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民間の人だけでやりなさいや言うても難しいんじゃないですか、私はそ

う思うんです。公的にやってほしいというのは私は希望なんですけど、

どうしてもできないということになれば、これ民間の人でやられるにし

ても、その方たちへ積極的な支援というものを私はするべきだろうと思

うんです。 

 以前に、これ吉田病院の話でしたけれども、安芸高田市には病院もな

い、施設も特別な施設はないんですけど、そこらへお金を投資すること

が今までなかったんですね。ですが、ここに来て地域医療という問題が

起きて市長さんもそれに対する政策の1つとして経済的支援をしていこ

うと、約1億ちょっと予算を組まれました。そういうことを考えたとき

に助成がすべて民間の人へ全部あてがって失敗したらしょうがないです

ねと、こういうことにはならんと私は思うんです。特に安芸高田市のこ

れからする中では地域を挙げて市長さん、ヘルパーをしていこうという

ことになっておるわけでして、そのためにもそういう人たちが活動でき

やすい、多尐なり市長さんはポイント制ということもおっしゃっていま

すが、多尐なりお金が入ってくるようなシステムができないのだろうか

という、そうしたときに行政でやれば一番いいんですが、できないとい

うことになれば民営でやられる方の支援、これは経済的支援もできれば

そうでしょうが、相談に乗るとか地域へ積極的に行政も出向いていって、

こういう制度があってこういう事業をこの人たちが展開していこうとい

うことなんですと。特にこの制度が小規模多機能型居宅介護の制度が経

営的に成り立つんだろうかと思うんです。ある本を見ますと、どっかの

病院とかどっかの介護施設と併設してやれば何とかできるかもしれませ

んが、これだけやると言ったらちょっと経営的に難しいんではないかと

私は感じたんです。そういうことを考えたときには、やっぱり行政的支

援というものをするべき、これは民間がやるにしても、ある程度公共的

な事業になってくるだろうと思うんです。そういうことを考えたときに

は、やっぱりそういう支援、相談に乗るとか、地域へ出て例えば空き施

設を、公共施設の空き施設を無料で貸し付けをするとか、例えばその地

域の皆さんのそういう関心のある人に集まっていただいて、そういうシ

ステムをつくっていくとか、支援システムをつくっていくとか、そうい

うことを考えていけばと思うんですけど、市長さんの考えをお聞きいた

します。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  大体考えていることは議員さんと変わりないと思うんですけど、小規

模多機能型介護というのは、業者に任せっ放しというんじゃございませ

ん。住民の方々もある程度のフォローをしましょうと、介護についてと

いうことなんで、全部あんたに任せたからというんじゃなしに、さっき

のような地域のかかわりとかですね、何ぼでも行政がフォローしていか

なきゃいけんとこあると思いますので、その業者が取ったからあなたに
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任せるというんじゃなしに、ただ総体的に経営者側も経営の努力をして

もらわないけんということで、協力体制をとってやっていこうというこ

とでございます。 

 先ほど私、ポイント制度と言ったんですけど、市民総ヘルパー構想と

いうのは本来ならば何で最初わしヘルパーならんのだからヘルパーの講

習を受けんよというのがおっちゃたですけど、そうじゃなしに基本的に

は市民の方々に代替医療とか介護とか福祉に関する知識をレベルアップ

しとこうじゃないかということでございます。それと例えばポイント制

をやるとしても、やっぱり地位と知識の持った人がやるということにし

ないと、なかなかただ話し合いでポイントというんじゃ困るんで、そう

いう意味のポイント制ということになってくるんで、そういうことをう

まくやっていこうと思ったら講習も大事だと思います。ある程度講習を

して、一般知識を持った人がある方を1カ年介護しましたと。それでそ

の方が困ったときにその１カ年を何らかの形、今度は資格の持った人が

返してあげましょうというような社会的な契約が成り立つんじゃないか

と思ってます。こういうようなこともあると言ってるわけで、なかなか

実施に向かうというのは難しいんですけど、担当課には一度どういう課

題があるんかということを整理しながら実施に向かって努力しておりま

す。この問題は、非常に銀行法という法律があって、市長が変わっても

政府が変わっても、預けたポイント返してもらわなきゃということで、

非常にわしが考えたように簡単にいかんかもわかりませんけど、こうい

う田舎のシステムとしては非常にいいシステムじゃないかと。田植えの

もやいの精神でいこうということなんで御理解してもらいたいと。 

 この小規模多機能型居宅介護というのはいろんな意味を含んでまして、

地域に農場をつくってもらうとかいうこともあるので、地域と連携をと

りながらやっぱり経営の成り立つような展開じゃないと困っております。

今のところはこういう成り立つ人が自分で計算をして、この指にたかっ

てくださいと言ってニーズをすごい起してますけど、議員おっしゃるよ

うに非常に経営的にはそんな生易しいものじゃないと理解をしておりま

す。これ大体全国的な傾向なので、この課題もよく見ながら場合によっ

てはタイムリーに行政の支援も必要かもわかりません。ちょっと様子を

見ていこうかと思ってます。よろしくお願いしたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  ありがとうございます。例えば農業を守るために法人化されておりま

すよね。これは作物をつくって経営を成り立たないといけんと、そのた

めに行政支援も相当ありますよね。農機具買う国の補助金もある。県も

ある、市もやっておられる、利子補給もしている、そういうふうなこと

と私は余り変わらんのじゃないかと。ですからこれを人為的な問題です

から大切ではないかと思うんですよ。ですから民間と行政と市民と一体

的な取り組みというのは、口で言うのはみやすいんです。しかし経営者
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が手を挙げて、例えば市がやりますからと言ったって財力もない、例え

ばその地域の密着型といっても地域との関連もない、かかわりも尐ない

というようなことではなかなか立ち上がれんと思うんですよ。そうする

といつまでたっても、そこに地域に住む皆さんの生活サポートが、介護

サポートができんのじゃないかと思うんです。ですからそういう取り組

みを、きっかけを行政としてつくられたわけですから、それを積極的に

先ほど申しましたように農業支援と同じということと考え方をちょっと

変えて、そういうふうな取り組みも大事なんじゃないかなと思うんです。

財源が相当厳しい状況の中にあって立ち上げる人がいらっしゃるかどう

か、そのことによって立ち上がらないことによってそのサポートが受け

られなくて、ほんと大変な思いをしておられる方もいらっしゃる。介護

される側もですが介護するほうも大変なので、そこら市長さんよく御存

じで、介護者に対するリフレッシュ事業というのも立ち上げられて大好

評を得ておられると聞いておりますが、そういう考え方をちょっとして

いただければ、市長さんと考えはほとんど同じかもしれんですけど、農

業の話と同じようにやっぱり人為的な措置をこういう具体的に示してい

くべきではないかと思うんです。そのために行政的に相談に乗るとか積

極的に立ち上げようとする人に支援をするために話を聞くだけでも、こ

うしたらいいですよ、ああしたらいいですよと積極的にしていく心構え

をちょっと聞かせていただきたいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  この小規模多機能型居宅介護の施設のことですけど、我々正直言って、

どの程度のお金がかかって、どの程度のサービスがあって、どの程度住

民の方が満足度がいいのかわかってないんですね。やっぱり試行錯誤し

ながらとらえていかないけんと思います。先ほど公募してると言いまし

たけど、場合によっては公募してこないかもわからんね。そういうこと

があったときにはまた原点に返って考えていかないけんと思ってます。

国の指導とかは、ちゃんと入札をしなさいと、公募しなさいということ

なんで、まずここでやってみてどういう課題があるのかということはち

ょっと真摯に受けとめていきたいと思います。なにかばちがないからこ

れでやれというんじゃなしに大事なことでございますので、行政もこの

の辛苦を保ちながら最終的には住民の方々がいいサービスを受けられる

ようなシステムの構築にしていきたいと思っておりますので、ちょっと

答えになったかどうかわかりませんけど、そういう契約行為とかそうい

う行為を待って軌道修正もあるんだということで御理解してまいりたい

と思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 宍戸邦夫君。 

○宍 戸 議 員  ちょっと再確認させてください。この市民総ヘルパー構想というのを

充実強化していくために、私はこの小規模多機能型居宅介護、この制度
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をフル活用すべきではないか、行政的にと思うんです。それは行政であ

れＪＡにしてもなかなかそうはいかないということになると民営の民間

の方にお願いすると。ただお願いするんですが、地域密着型ですから、

行政としてもこれに積極的に取り組むと、こういう姿勢が今安芸高田市

の高齢化率を見てもこれから将来、この間市長さんもパソコンの画面で

将来こうなんですよとおっしゃってた。そういうことを考えたときに、

これ早く取り組みをすべきではないか。例えば安芸高田市１カ所じゃな

しに、美土里もある甲田と向原、将来どうなるかわかりませんが、その

近くにそういうのがあることによってそこへ地域の皆さんのかかわりが

できやすいということもありますので、それが市民、そこの地域こぞっ

てあそこのおばあちゃんがあこにおってんじゃが、これもかなわんとき

には、うちに泊めてあげるよとかなわんときにはあこに行ってもらわん

といけんこういうふうな形で市民総ヘルパー、ほんとの市長さんの頭の

中の思いをここに集中できれば一番いいんじゃないかと思いますが、そ

こらをどうでしょうか。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  御指摘のとおりでございまして、小規模多機能型へ市民総ヘルパーの

ことはいかに今の事業に展開できるかと、このことによってその事業者

の経営を圧迫せんようになるかどうかということはしっかりいいチャン

スですから考えていきたいと思っております。いいチャンスだと思いま

す。ありがとうございます。 

○藤 井 議 長  以上で宍戸邦夫君の質問を終わります。 

 続いて通告がありますので発言を許します。 

 ６番 水戸眞悟君。 

○水 戸 議 員  ６番、会派絆の水戸眞悟でございます。通告に基づきまして一般質問

を行うところでございます。通告の内容によりましては、これまで同僚

議員との質問の内容に重複している部分も随分ありますので、その点も

御承知おきいただきながらお答えを賜りたいと、このように思っておる

ところでございます。 

 まずは、浜田市長におかれましては、平成20年の4月に就任になられ

て以来、まさに精力的に市政の運営に取り組まれてまいったところでご

ざいます。ちょうど任期の中間点をターンポイントになっておる現在で

ございますが、過去2年間の市政運営の総括と、残された任期期間に向

けての基本的な施策の方針について、その変更があるかどうかも踏まえ

て現在の市長の所信を伺うところでございます。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ただいまの水戸議員の質問にお答えしたいと思います。 

 過去2年間の市政運営の総括と残任期間の基本的施政方針ということ

でございます。これにつきましては、本年第1回定例会におきましても
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所信の一端を述べさせていただいたところでございます。議員仰せのと

おり、私が平成20年4月に市長に就任して以来、実に早いもので2年半が

経過しようとしております。とりわけこの間、私は市民の公僕であると

いうことを肝に銘じ、市民の皆様方の声を大切にしながら、女性や高齢

者、障害のある方など市民のだれもがどこにいても社会に参加し、安心

して暮らせるまちづくりを目指すことを基本理念に掲げ、市政運営に努

めてまいったところでございます。 

 また私は、就任時にはハード・ソフトを含め24項目の公約を市民の皆

様にお約束いたしました。そしてその実現に向けて今日まで鋭意努力を

傾けてまいったところでございます。おかげをもちまして、この10月か

らは市内全域において本格実施となりますお太助ワゴンの運行等新交通

システムの導入など着実にその実現を見ているところでございます。こ

のことはひとえに議員各位を初め、市民の皆様方、関係機関、団体の皆

様方の御支援、御協力のたまものと改めて感謝を申し上げる次第であり

ます。 

 残す期間におきましても、本市が置かれている状況を市民の目線で的

確に認識し、市長として市民の負託にこたえるべく鋭意努力を傾注して

まいりたいと考えております。とりわけ合併後10年間と定められている

合併特例期間も平成25年度で終了いたします。残された期間内に総合計

画に掲げる諸課題の解決のため万全を期してまいりたいと考えておりま

す。引き続き議員の皆様方にも御理解と御協力をお願いを申したいと思

いますのでよろしくお願いをしたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 水戸眞悟君。 

○水 戸 議 員  ただいまの所信について市長の答弁をいただきましたが、引き続きこ

れまでの総括を含めて鋭意まちづくりに邁進するというお覚悟であろう

かと受けとめております。そこで実は安芸高田市の総合計画が17年度か

ら平成26年度まで、それからさきに示されました過疎地域自立促進計画

は、くしくもちょうどその後半に当たります22年、本年度から27年度ま

でといったところに位置しておるわけでございます。したがいまして先

ほど市長の答弁にありました内容は、その後半を担うべきさきに策定さ

れました過疎地域自立促進計画にその全力投球されているというふうに

私は認識しておるところでございます。そこでこの基本計画、総合計画

並びに今回の過疎地域自立促進計画の将来像ないしはその内容を見ます

と、まさに人輝く安芸高田、あるいは住民と行政が奏でる協働のまちづ

くりといった文言ないしはその説明書きがほぼ一字一句同じなのであり

ます。ということは先ほど来、市長がおっしゃるようにこれまでの総括

とこれからの後半戦はまさに一本の線でつながったまちづくりを推進し

ていくということであるんだろうと考えておるところでございますが、

そういう意味で総合計画の内容と過疎地域自立促進計画の後半戦へ向け

ての内容が一致しておるということは、つまり先ほど来、市長が答弁な
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されましたように、今後とも過去の総括と向かっていくこれからのまち

づくりの方針は変わらす一定しておると再度確認させていただいてよろ

しいのでしょうかお伺いします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  先般の過疎計画につきましては、国のほうから提出期限がせまられて

おったと。我が総合計画を見直す時間がちょっと足りなかったというこ

とで担当課長には、まず総合計画の基本理念も守りながらこの過疎計画

をつくろうじゃないかということでつくらせていただいております。だ

から大きな方向については変わらないと思いますけど、それ以後大きな

人口の変更とか社会状況の変化とかいろんな変更時点もございますので、

そういうことを踏まえた上で精査をしていきたいと思っております。そ

うかといって、精査の結果この過疎計画は全く方向が違ったということ

はございませんので、そういう作業をこれからしていきたいと思ってお

ります。 

 また私が掲げてます市民総ヘルパー構想とか、それから新交通システ

ムをうまく過疎計画の上に表現もさせてもらいたいと、かように思って

ます。幸い今言っておりますことは大体行政の方向性とは一致しており

まして、そんなに難しい問題ではないと、かように思っております。基

本的には人輝く安芸高田のごとく、やっぱり言うことは簡単ですけど、

具体的に何をするかと言うたら非常に難しい課題でございますので、こ

の大きな目標に向かって鋭意努力してまいりたいと、かように思います

ので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 水戸眞悟君。 

○水 戸 議 員  答弁をいただきましたので大体1番の項につきましては、今後とも市

長の姿勢は変わらないということで認識をさせていただきます。またな

お具体の実施計画等については、その場その場での一定の見直しも図り

ながらということでしょうから、それはやむを得ないなというふうに思

っておりますので、この項の質問を終わります。 

 次に参ります。このたび平成21年度の決算状況が先般示されておりま

す。もちろんその内容につきましても、るる説明を受けておりますし、

今後議会のほうの特別委員会でもこれの審査ということでございますの

で、具体の内容については申し上げませんけれども、その辺を市長にあ

られては、どの程度までその決算の状況を自己認識されて、平成23年度

の予算編成が今後年末にかけて予算要求作業にも入る準備がなされてお

る時期だと思いますが、市長は各部局、部署に対して平成23年度の予算

編成の基本的な方針をどのように指示されるおつもりでしょうかお伺い

をいたします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 
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○浜 田 市 長  平成23年度予算編成方針についての御質問でございます。我が国の景

気は、平成20年秋以降、世界同時不況の影響により急速に悪化したもの

の、その後、政府の数次にわたる緊急経済対策などの財政出動により最

悪の状態は脱したと言われております。しかし、雇用の情勢は依然とし

て厳しく、金融資本市場の変動の影響やデフレ懸念など景気を下押しす

るリスクが依然として存在している状況にあり、景気の先行きは非常に

不透明な状況にあると思っております。 

 平成21年度決算における本市の財政状況を見ますと、経常収支比率、

公債費負担比率、実質公債費比率、将来負担比率等の財政指標が一定程

度改善されるとともに、財政調整基金が増加し地方債現在高が減尐する

など好転の兆しが見られるものの、依然として地方交付税を初めとする

各種交付金等の依存財源に頼らざるを得ない状況にあります。 

 本年度の地方交付税におきましても、地域活性化・雇用創出等臨時特

例債、総額1兆円が特別枠にて新たに創設されたことなどにより増額と

なりましたが、景気の減退等による各種交付金や法人市民税を中心とし

た市の税収の大幅減額が見込まれるなど引き続き予断を許さない状況で

あります。 

 平成23年度の財政見通しにつきましては、地方交付税はさきに閣議決

定された財政運営戦略に沿って総務省の概算要求におきましては本年度

とほぼ同額の約16兆9,000億円が計上されております。しかし、今後の

政府の予算編成の動向や政治経済の情勢の推移によっては大きく変動す

ることも予想され、現段階では歳入一般財源の見通しは非常に不透明な

状況にあるのが現実でございます。 

 このような中、今年度から第2次行政改革の取り組みをスタートして

おります。この改革の着実な断行と、さらなる厳正は施策選択や重点化

を図りながら、総合計画の実施計画に定める葬斎場建設事業や学校の耐

震化事業、また道路や下水道等の生活基盤整備事業など喫緊な課題につ

きましてはしっかりと取り組んでまいりたいと思っております。また私

が公約しております市民総ヘルパー構想、新交通システムの事業の充実

も図ってまいりたいと考えております。限られた財源を最大限に有効活

用し、市民に信頼される行政運営の視点に立った予算編成に努めてまい

りたいと思います。御理解を賜り、議会の皆様を初め市民の方々の御支

援をお願いしたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 水戸眞悟君。 

○水 戸 議 員  23年度の予算編成方針につきましては、今答弁をいただきましたが、

願わくば私の聞きたいところでは、いわば市長さんの所信の部分で来年

度はこういったことに取り組みたいとか、あるいはこういったところに

重点を置きたいとか、いわゆる浜田カラーをどのようにお出しになりた

いかということで再度お伺いをいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 
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 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  大切な課題はたくさんございますけど、1つは私がマニフェストで公

約いたしました市民総ヘルパー構想、それから新交通システムをちゃん

と実績の出るようにしっかり財政支援をしていきたいと思っております。 

 それから多文化共生につきましても、ことし事業は展開してなかった

わけですけど、今回調査をしましたので今後安芸高田市の人材育成を担

えるような事業の展開を図っていきたいと思っております。 

 それから後から質問ございますけれども、この情報体系のシステム基

盤の確立のための調査の確立もしていきたいと、かように思っておりま

す。すべて事業、皆大事なものでございますけど、強いて言えばそうい

うようなことも組み入れていきたいと思っておりますので御理解を賜り

たいと思います 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 水戸眞悟君。 

○水 戸 議 員  これまで市長にあられては、マニフェストに沿ってあるいは財政状況

を見ながらということで鋭意努力をされておる姿が見えておるわけでご

ざいます。したがいまして23年度の新年度予算編成に当たっては、これ

までの継続事業も含めてその完結をも見ていきたいという御意志でござ

いますので、この件に関する質問を終わりまして、次の質問に参りたい

と思います。既に先輩議員からの質問あるいは先般来の議会での質疑あ

たりでも出ておりますので、このことについて深くは言いませんけども、

合併以来、新庁舎の建設や文化センターの建設、あるいは清流園整備で

あったり葬斎場計画への着手であったり、また小中学校の耐震化工事、

さらには先ほど来お話が出ております新交通システムお太助ワゴンを初

めとした生活交通利便性の向上等々に加えて市民総ヘルパー構想など浜

田市政にあっては積極的に尽力されていることは、皆さん周知のとおり

であろうと思いますし、このことの完結をも含めて今後の予算編成ある

いは努力を傾注していくということですから、そのことについて引き続

き努力をされるよう望むところでございます。 

 実はこれらのことに踏まえまして、いわゆる安芸高田市の総合計画な

いしは先ほど話がありましたように過疎計画にも実は同じ文言で記述し

てあるわけでして、つまり本庁、支所あるいは市民の皆さん方にこの情

報をどう伝達していくかという部分については、先ほどの同僚議員の質

問で光ファイバーの件も出ておりましたけれども、都市部や隣接の市町

で進む云々とあって、いわばＣＡＴＶ云々は費用対効果からの云々とあ

って整備の実現は難しいというふうに、支所と各家庭を結ぶ情報通信網

は有線放送電話または防災行政無線の二通りを整備しているが、地域に

より手段が異なっていずれも施設が老朽化しておるといったような文言

がいわゆる5年前の総合計画を丸写しのような形になっておるわけでし

て、そのことについては先ほど市長も時間の都合もあるし、いわゆる過

疎計画を樹立するに当たってはこれまでの基本構想、つまり上位計画と
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の整合性も見ながら、その計画立案をしないかんというふうに思ってお

るということでしたから、やむを得ない部分もありますけれども、何と

か市内全域を一定の情報網でカバーできるようなことを今後考えていか

ないと、まさに困った事態が来るんではないか、それは先ほど来各議員

からもありますように、防災の面あるいは生活情報であったり防犯情報

であったりといったものを瞬時に各市民に一斉に情報提供ができる、あ

るいは行政と市民が情報の共有化ができるということを何らかの形で今

後目指していかないと、まさに協働のまちづくりの根底を揺るがすので

はないか。つまり行政と市民が情報を共有することによってお互いが助

け合い、協働のまちづくりを推進できるのではないかと考えるわけでご

ざいます。したがいまして情報過疎化の現象を地域によってはもたらす

地域もあるでしょうし、そういうことを含めて今後の大きな課題とすれ

ば、小中学校の適正化計画が既に提示されておりますが、これは統廃合

に直結するとは言いませんけれども、市民を含めた行政と市民の大きな

大きな行政課題であろうと思われます。 

 もう1点は、先ほど来申し上げておりますように、市民とともに情報

を共有するというシステムが大きな行政課題の1つの柱ではないかとい

うふうに考えるわけでございます。この2点を比べますと、片や小中学

校の適正配置については既にステージに上がった状態にあります。問題

は、過疎計画あるいは構想計画を見ても、現在有線放送であり防災無線

を駆使しておるんですけれども、この部分についてがまだいわば頭出し

がしてないというふうに思います。実は先般担当課のほうにお願いいた

しましたら、快くデータを提出していただきましたので有線放送と防災

行政無線の設置状況等々データをいただきました。これらは吉田町にお

いての有線放送は世帯数に対して39.3％、全体ではないんですが、吉田

町の地域実態等々もあるでしょうから39.3％、それから八千代では防災

無線で100％、美土里町は有線で95.4％、高宮町で89.4％、甲田町で

62.8％、向原町では防災無線で100％といった形で情報伝達がなされて

おる実態でございます。この情報をいただきましたので、これで申し上

げますと、八千代町の場合は54年度の設置ですし、向原の防災行政無線

は昭和62年度の設置ということに相なっておりまして、ＪＡ広島北部の

有線放送は昭和47年度の設置ということになっております。まさに過疎

計画あるいは総合計画に書いてあるように、その老朽化は著しいものが

あるのではないかというふうに日ごろから懸念をしておるところでござ

います。先般のような急激なゲリラ豪雤であったり、あるいは防犯情報

も伝えていくという観点からすると、できるだけ早い機会にＣＡＴＶが

いいのか、あるいは光ファイバーがいいのかという議論は別としても、

同じ情報が一定の速度で市民全体に伝達できる方策が必要ではないかと

考えておるところでございまして、最後の質問とさせていただきますが、

この点について新たな目玉政策として残りの任期にかけて、あるいは今

後の安芸高田市の発展あるいはまちづくりの大きな行政課題として取り
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上げていただきたいと思うのですが、23年度の予算編成基本方針の中に

も盛り込んでいただくべき検討委員会の設置であるとか、そういった形

で表の1つのテーブルに載せていただくということについてお伺いをし

て、私の一般質問を終わります。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ＣＡＴＶの導入を含め情報提供システムの構築の方針についての御質

問でございます。中身によっては、先ほど宍戸議員のと重複するかもわ

かりませんけど、御了承してもらいたいと思います。 

 議員御指摘のとおり、現在、当市の情報伝達手段の1つであります八

千代町、向原町2町の防災行政無線はアナログ方式である上、施設の老

朽化が進んでおるのが現状でございます。また吉田町、美土里町、高宮

町、甲田町で利用しております広島北部農協の有線放送の施設も老朽化

が進んでいると伺っております。議員御指摘のとおりでございます。 

 現在、新たな情報伝達手段として情報通信網の整備について具体的な

手法を研究しているところでございます。現時点におきましては、汎用

性、利便性を考慮いたしますと光ファイバーによる高速情報通信網の情

報システムがより将来性があり、福祉、医療分野での利用や産業活性化

対策等多様な活用が期待できると考えております。高速情報通信網の整

備につきましては、多大な費用を必要とし、整備後の維持管理にも相当

な経費を要することが想定されます。しかし、本市の将来を考えますと、

多様な可能性を持つ光ファイバーによる情報ネットワークの構築が必要

であると考えております。ＣＡＴＶの導入につきましては、さまざまな

課題もありますが、各機関との調整や大局的な見地から総合的に勘案し

てまいりたいと考えております。いずれにいたしましても、情報通信網

の整備につきましては、情報格差の是正の観点からも喫緊の課題である

ことから、早い時期に将来を見据えた情報伝達システムの構築を図って

まいりたいと考えております。議員御指摘のように、来年度予算検討委

員会を設置するなど積極的に対処していきたいと思っておりますのでよ

ろしく御理解を賜りたい。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わり、これをもって水戸眞悟君の質問を終わります。 

 この際14時30分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後  ２時１５分 休憩 

午後  ２時３０分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○藤 井 議 長  休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 続いて通告がありますので発言を許します。 

 1番 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  1番、会派絆の前重昌敬でございます。通告に基づきまして4点の質問

をいたします。なお先ほど来、同僚議員よりございました情報基盤の整



96 

備についてでございますが、市長のほうから詳しい答弁もございました

ので、この場で取り下げをさせていただきたいということにさせていた

だきます。 

 まず最初、1点目の防災体制の充実・強化についてでございます。初

めに狭い地域に突然激しい雤が降る、いわゆる局地的集中豪雤、先ほど

来からゲリラ豪雤という言葉で申しておりますが、これにより土砂崩れ

や洪水、土石流の災害によりまして安芸高田市では1名の軽傷者、庄原

市では1名のとうとい命が奪われ、家屋被害及び田畑や山林、道路や水

道、電気等のライフラインなどあらゆるものに甚大な被害が発生し、平

穏な生活が一瞬のうちに破壊されてしまいました。ここにお亡くなりに

なられました方の御冥福をお祈りいたしますとともに、被災された多く

の皆様方に心からお見舞いを申し上げる次第でございます。一刻も早い

被災者の救済、被災地の復興を望むものであります。 

 さて、同僚議員からもありました防災体制の樹立ということで浜田市

長も今回広報あきたかた9月号の市長コラムに避難勧告の発令として、7

月9日からの累加雤量が200ミリメートルを超え、地肌が飽和状態になっ

ていることと、今後の雤量が見込まれ土石流または他状況から安芸高田

市災害対策本部を設置しました。午前6時郡山山ろくの土砂災害特別警

戒区域、内堀・外堀・大浜・六日市地区に避難勧告を発令しました。午

前9時に吉田高校の裏山が崩壊し、幸いなことに吉田高校は休校として

おられ、生徒への被害はなく安堵したところでありますと書かれており

ます。そこで今回の梅雤前線豪雤関連の情報を拝見しておりますと、こ

の吉田町におきましては、この吉田建設支局を例にとりますと、7月9日

の金曜日、これの総雤量が47ミリメートル、7月10日土曜日、この日は

雤量はございませんでした。7月11日、日曜日では56ミリメートル、7月

12日月曜日では86ミリメートルの降雤があり、累加雤量でこの日時点で

189ミリメートルあり、同日の早朝では第1次警戒態勢準備ということで

設置をされて、また7月13日火曜日では100ミリメートルで累加雤量が

289ミリメートルとなり、この時点でもまた第1次警戒態勢となっており、

災害対策本部が設置されたのが7月14日水曜日午前5時40分でございまし

た。この避難勧告発令が同日午前6時、この20分の差と申しましょうか、

この20分後にはそうした避難勧告発令では、組織体制から実働体制への

転換にそうした時間のない状況で市民への広報等への支障、消防団員へ

の警戒態勢等への支障があったのではないか。また特に7月12日月曜日

降雤時点で189ミリメートルもの総雤量がもう200ミリに近い形であった

にかかわらず、対策本部が設置できてなかった。そうしたところが今21

年の6月に発行されております安芸高田市地域防災計画の災害本部設置

に当たっての判断基準の見直し等が必要になってくるのではないか、そ

うしたところについて市長に伺うものであります。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 
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○浜 田 市 長  ただいまの前重議員の防災体制充実・強化について、局地的集中豪雤

による災害対策本部設置に当たっての判断基準の見直しはという質問で

ございます。災害対策本部を設置する判断基準につきましては、地域防

災計画にこれを定めております。具体的には土壌雤量指数や流域雤量指

数、時間雤量など気象情報の数値をもとに設置することにしております。

これ以外でも河川の水位や災害状況、あるいは災害が発生しそうな危険

度を総合的に勘案して設置することとしております。防災組織体制につ

きましては、地域防災計画に基づき気象情報の注意報が発令された段階

から担当職員が注意体制をとっております。担当職員は、状況に忚じて

市長、副市長及び関係部長へ報告し、市長、副市長及び関係部長の指示

により次の警戒態勢へ、あるいは災害対策本部を設置する非常態勢へと

移行してまいりますので、臨機忚変にかつ迅速に対忚できていると考え

ております。 

 なお、7月の豪雤時には特に累加雤量に注目いたしまして、これが市

内全域で200ミリメートルを超えてきたことと、引き続き大きな時間雤

量が予測されたため災害対策本部を設置したところであります。 

 地域防災計画には1つの目安として災害対策本部設置の判断基準を数

値化し、気象台が警報を発令する基準となる土壌雤量指数が103を超え、

かつ時間雤量が70ミリメートルを超えることが予想されるときなどとし

ておりますが、その他さまざまな情報、特に現地で活動されている消防

団や自主防災組織の方々などから情報も取り入れながら総合的に判断し

対忚してまいりたいと思っております。 

 議員御指摘のように、早期に対策本部を設置するわけでございますけ

れども、避難勧告いたしましても空振りということがあって、これまで

安芸高田市においては発令されておりません。非常にこの発令には勇気

が要ることなんでございます。このことを今回のことを踏まえ、またも

う一回、関係機関集まりまして、我々ややもすれば今までの防災は川の

水位の上昇ということを考えておりましたけれど、裏からのがけ崩れの

時期についても非常に危険度が高いということでこのことも踏まえなが

ら、一忚検討会議も開いてみたいと思っておりますので御了承を賜りた

いと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  今市長のほうからの答弁をいただきまして、これが私、一消防団員で

ございます。7月9日から災害対策本部が設置されるまでの各1時間ごと

の雤量、そうしたものの資料をいただいております。その中におきまし

て、やはり私がこれは吉田町でございますが、動く中では、この11日は

降雤が日曜日56ミリあったと先ほど申し上げましたが、7月12日の早朝

でございますね、4時から5時、これが37ミリ、45ミリと局地的な集中豪

雤、ゲリラ豪雤でございます。それも月曜日に降りまして火曜日には多

分市の本部のほうにも土砂崩れ等、災害の発生等が入ってくるんじゃな
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かろうかと判断しております。実際現地に行きましたところ、何箇所か

ずれてたということを聞いております。これは吉田を例にとっておりま

すが、これに対しましてまだ八千代、それから向原、そうしたところも

同じような200ミリに近い雤量が降ってるわけですね。それで今の防災

計画に判断基準を照らし合わせると、雤量70ミリといったところは先ほ

ど市長もございましたが、こちらと兼ね合わせると、到底70ミリといっ

た数値はよほどのことがないと今後降らないんじゃないかな。確かに庄

原市では90ミリといった雤量も降っておりますが、そうした兼ね合いも

含めて全体的な流れの中で、やはり指数的にそういう防災計画にうたわ

れるところは、こちらの安芸高田市独自の計画を今後、今までも市の執

行部の幹部のほうでも言われておりました。いつどこでこういうゲリラ

豪雤が起きるかわからない。そうしたことを踏まえると、こうした見直

しというのは早目にしておかないとやはり人的な被害になってしまうの

ではないかと考えます。 

 私が前回、1年前、9月11日に質問をさせていただいたときには、神戸

市で同じ災害が、たくさんの方が亡くなられたということで質問させて

いただいております。どっちかというと、やはりそういうところに早い

情報を流していただければということで、そういう対策本部の設置を必

要にするのでないかと思います。また1つお伺いしたいのは、この対策

本部、だれがどういうふうに指示をされるのか、副市長が対策本部設置

しようという話が出てくるのか、いや消防団の団長からそういったもの

が入ってくるのか、そうしたところ、どういう状況があってそういう流

れで対策本部設置になってるか、若干その辺も教えていただければと思

います。よろしくお願いします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  今の対策本部のことからお答えしたいと思います。 

 これはいわゆる関係機関、消防団長を含めて市の部長、副市長集まっ

て、私が判断して本部の設置をしてます。その判断基準というのが、こ

のたびは累計雤量が200ミリで、指摘の雤量が降雤予想されたというこ

とで、これが甘かったかどうかという議論はこれから課題として考えな

いといけん。ただ先ほど申しましたが、空振りということもあるので、

オオカミ尐年じゃないけどしょっちゅうしょっちゅうこんなん出してる

と困るんで、市民の信頼をとらないけなんという難しいところがござい

ます。御理解してもらいたいと思います。 

 それからやっぱり災害のパターンのことも考えて、市民に周知するよ

うに今指導しております。今の災害基準を見ればいいんですけど、非常

にでかいものなので、わかりやすくするということも大事じゃないかと

いうことでそういう考えもしております。それから、次の質問あるかも

わかりませんけど、ハザードマップというのも生かしてます。このたび

指示した大浜とか内堀とか外堀とかいうところは、実はハザードマップ
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上でレッドゾーンにも指定されておるわけです。安芸高田市の中では、

その地域だけになってる、郡山。ただこれも人が決めたことなので、部

分的にはまだ危ないところもあるかもわからん。御指摘のように平素そ

ういう危ないところについては自主避難もできるような指導も必要じゃ

ないかと考えておりますので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  よく理解できるわけですが、この総雤量的に一日一日の雤量が出てき

てるわけでございますが、この雤量の予測ですよね、この辺の予測とい

うのはどうなんでしょう。1日先、どうした状況になるかというのは、

やはり今の日本気象協会ですか気象庁ですか、こちらのアメダスの予測

で判断されているのでしょうか。その辺はどうでしょうか。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  今全般的な予測としては、気象庁の予報。ただ個々的に降雤の特性と

いうのは我々が判断しないと、降雤につきましてはうちの個々の例えば

支所の雤量とか、そういうこと見きわめながら判断していかざるを得な

いと思っております。特に土師ダムにつきましても、操作規則というの

が大体あと千代田とか流域ネットというんですけど、そこの雤が均等に

降ったことを想定してダムのほうで決めてますので、我々多治比川が降

ったとか高宮町が降ったとかいうときはまた別に違うんでね、やっぱり

降雤特性というのはしっかり見きわめんといけんと。ただ残念ながら、

雲があるから雤が何ミリ降るという技術はまだ発達してないので、そう

いうことを踏まえながら判断をしていきたいと思っております。今でき

るのは、やっぱり各支所の雤量とかその傾向とか、雲の成り行きとか経

験的に判断していかないと思ってます。大まかは気象庁の長期的予報に

よっております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  たぶんこうした情報も現地からの情報というのが一番大事になってく

るんじゃないかと思います。そういう観点では、やはりそういう警戒態

勢、また注意報等もあろうかと思いますが、その辺ではやはり地域にお

られます消防団等の連携を密にしていただいて、そういう情報の流れの

中でこうした本部の早い時点での立ち上げが必要になろうかと思います

ので、その辺やはりこうした災害が起きないようにひとつ執行部のほう

もしっかりとした態勢でいっていただきたいと思います。 

 続きまして、次の質問に移らせていただきます。同じように今後こう

したゲリラ豪雤、局地的集中豪雤に対忚できるためにも安芸高田市地域

防災計画の水防資材、備蓄資材でございます。この辺特に今の計画の裏

には、確かに支所にくわ、土のう袋、1トン土のうとかいろんな形で明

記はされております。そうした備蓄資材につきまして、今までの集中豪
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雤等に対しまして妥当であったのか、そうしたところを伺いたいと思い

ます。特に今回欠かせない土のうにつきましては、こういう予期せぬと

ころでの豪雤等がございましたら、一々土のう袋に土を詰めるという時

間がございません。これをしておる間には、もう避難をしておいたほう

が無難なのかなと私は考えます。そうしたところも踏まえまして、そう

いう袋内に土を詰め各方面隊、各分団詰所等ごとに設置しておけば、だ

れもが非常時の際、利用でき役に立つと考えますが、市長の考えを伺い

たいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  水防資機材の備蓄は妥当かという御質問でございます。水防資機材の

備蓄につきましては、地域防災計画におきましてこれを管理しておりま

す。防災対忚で消費したものは、随時これを補充することとしておりま

す。このことは平成18年9月に発生した大雤災害を教訓として、市内に

おける水防資機材の見直しを行い、有事における備蓄資機材として対忚

しているところでございます。水防資機材の中でも特に土のうに対する

需要が多く、本庁及び各支所で合わせて1,800袋を常時備蓄することと

しており、さきの豪雤災害で使用したものは速やかに補充することとし

ております。なお他の資機材につきましては、主にビニールシート約

250枚、丸太杭等約900本を備蓄対忚しております。現在のところ備蓄の

数で支障を余り聞いていませんので、今回の被災によりましてもしかそ

ういう点があれば、この備蓄数量についても検討してまいりたいと思い

ますけど、現在のところ不足だったという情報は得ておりません。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  そういう声が上がってないということでありますが、確かにこういう

本庁は特に今備蓄はされておると思います。しかし、吉田町内その備蓄

箇所というのは限られてるわけですね。そうしたところへそういう消防

団、ほかに事業者の方、世帯の方が行って、じゃあとっていこうといっ

たときにもう道路はもう寸断されているわけですね。御承知のように、

平成18年のときの災害でもそうでした。今回の豪雤でもそうでございま

した。国道がもう水につかって動けない、そうした土砂崩れ、そうした

時点では、やはり今備蓄されてる場所、こうしたところも見直す必要が

あるのではないかと私は考えるわけです。そうした形を踏まえる中で、

先ほど申し上げましたように、今各方面隊、各分団詰所といったものが

格納庫ございます。こうしたところにわずかでもよろしいので、やはり

そうしたところに袋に入れてセッティングしておく必要があるんではな

かろうかと考えます。今、国土交通省、特に河川管理の関係では今回も

利用させていただいたんですが、建設省の河川の堤防に今土のう袋何ぼ

か備蓄をされてるという状況ありまして、今回そうしたものを利用させ

ていただきましたがすごく助かりました。そういうことがありましたの
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で確かに袋だけで置いておくのもどうなのか、また土のう袋も限られた

範疇だけでいいのか、そうしたところも含めて見直しをぜひしていただ

ければというのが、いつだれが行ってもわかればそうしたところ、尐し

の判断、今市長が今後総ヘルパー構想も含めて、やはりお互いが助かっ

ていく中で、実施要綱もそうでございますが、そういう場所も明記を、

また後の中での質問になりますが、明記をしておくということも必要に

なってくるんじゃなかろうかと考えます。その辺、市長さんどうでしょ

う。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  御指摘のとおりだと思います。土のうは国交省が持っておられても県

が持っておられても、うちが持っておられても市民にとっては同じこと

なので、その辺の連携をしっかりまたしていきたいと。おっしゃるよう

に、保管場所が洪水時に行けないというでは困りますので、このことも

一緒に検討してまいりたいと思ってます。先般、避難箇所については指

示をしたことがございますけど、洪水時に住民の方が避難できない避難

箇所はだめじゃないかと言ったんですが、そういう資機材についても、

そういう見地からしっかり検討していきたいと思いますので御理解を賜

りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  早い段階でのこうした見直しが必要になってくると考えますのよろし

くお願いいたします。 

 次の質問に移ります。先ほど来市長のお話の中で、昨年9月と同じハ

ザードマップの関係でございます。きょうこちらに持ってこさせていた

だきました。実質このハザードマップが今回の7月のゲリラ豪雤のとき

に今も市長の答弁では役に立ってるという形でございますが、実質そう

いう地域におられない方も含めて、この辺をどれぐらい市民の方々が見

られたか、そうしたところも今後はアンケート調査等をしていけばいい

んじゃないかなと私は考えるわけでございます。そうしたところが市民

に入る手段の1つの方法ではなかろうかと考えます。昨年市長の答弁に

ありました市民に見やすいマップ、さっき言われたように備蓄の土のう

とかくわはここにもありますよといういろんな形ですべて網羅しようと

思えば大変難しいマップになってしまいますが、そうしたところを地形

の状況もわかりやすいように市民にイメージするマニュアルが要るので

はないかと思っておりますという市長の答弁がございました。こうした

ことを含め、このハザードマップ、今状況等活用についてどうなのか、

市長のほうで答弁をいただきたいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  洪水・土砂災害ハザードマップにつきましては、平成19年度で作成し
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平成20年度に各戸配付したところであります。同時に安芸高田市のホー

ムページにも掲載しており、いつでも、またどなたでも見ていただける

環境をつくっているところであります。 

 さきの9月豪雤災害時の避難勧告におきましても、土砂災害特別警戒

区域の皆さん方にお知らせするに当たっては、ハザードマップに区域を

明示していたことから、比較的スムーズな避難行動をとっていただけた

ものと認識をしております。今後も各家庭においては、このハザードマ

ップを活用し、自分の住んでいる地域の危険度を事前に把握していただ

くよう啓発を強化していきたいと考えております。 

 また自主防災組織につきましては、このマップを使って地域を歩きな

がら自分たちで確認し、避難経路等を把握するなど活用されております

ので、今後ともこうした活用方法につきましては、自主防災組織を通じ

て啓発並びに支援をしてまいりたいと考えております。なお、現在のマ

ップは、画一的な基準で作成しており、また尐し見づらい面もあること

から、だれにもわかりやすいマップとなるよう見直しを検討するよう指

示しているところでございます。現在のマップにつきましては、30メー

ター10度という幾何学的な数字の中でその危険地と言ってますので、岩

盤の程度とか崩壊の状況というのは入ってません。この辺も踏まえなが

ら、余り市民に不安を与えるのではなく、ほんとに危ないところは危な

いというようにしっかり啓発をかけて見直しをしているところでござい

ます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  しっかりとしたハザードマップ、有効活用できるようにひとつ危機管

理室の室長さん初め、大変お忙しい中であろうとは思いますが、自主防

災会の組織等へ行かれましてお話等していただけばと思います。また、

こうした私たち議員も含めて、やはりこうしたところへ入って話をして

いかないといけんのじゃないかなと考えております。以上、防災対策の

充実・強化についての質問を終わり、次の質問に移らせていただきます。 

 情報基盤の整備につきましては、先ほど来同僚議員のほうで言われま

したように取り下げさせていただきます。 

 3番の農業振興施策についてでございます。農業は本市の基幹産業で

あり、地域営農体制の強化や後継者づくり、生産・流通・加工の各段階

における効率化や連携など農業の企業的経営、地産地消の推進、安全で

高品質な農産物づくりなど地域の特質を生かした多面的な農業の展開に

向けた支援を強化していくことが必要となっておりますが、今後農業振

興施策における地産地消推進計画の策定について現在どういう状況であ

るか市長に伺います。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  農業振興施策について、地産地消の推進につきましては消費者に安心
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で安全な食を提供するとともに、市内農産物の消費拡大により生産者の

所得向上にもつながる重要な取り組みでございます。その推進に当たり

ましては、生産振興、食の安全安心、食育などの多様な分野における総

合的な対忚が不可欠でございます。このためこれまで庁内プロジェクト

会議におきまして地産地消行動計画の骨格について協議を行い、今年度

中に地産地消推進協議会を設置いたし計画の策定を行うよう準備をして

いるところでございます。 

 具体的にこのたびの給食センターの供給の問題、それから今ＪＡと連

携してますえびす茶の問題、具体的に農家所得が上がるように行政も支

援、これまで以上にＪＡとの連携をとってこの地産地消については推進

してまいりたいと、かように思いますので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  この質問の通告をするかしないか、前後だったと思います。地域営農

課のほうからこの地産地消の行動計画の骨格案をいただいておる状況で

ございます。一忚今市長のほうで今年度中にという話がございました。

私も今産業建設常任委員会に入りまして、この問題につきましては昨年、

現地視察研修で熊本、福岡、特に前原、糸島市、ことし1月1日に合併い

たしまして糸島市という形になっておりますが、そこでこの農業の中で

条例を制定されて地産地消の推進計画も会議され設置され、それに向か

って行動を実施されてるような状況もございました。そうした計画がな

いと安芸高田市の総合計画もそうでございます。その計画に向かってや

はり動いていかないとその場その場の断ち切れな状態の形になるんじゃ

ないかと私は考えるわけでございます。この骨格等も含めまして、今の

体制でございますね、設置するという協議会、このメンバー等は今どう

なんでしょう。大体もう明らかな具体の案というものができているよう

な状況でしょうか。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 産業振興部長 大野逸夫君。 

○大野産業振興部長  地産地消推進協議会の構成メンバーといたしましては、現在のところ、

市長を筆頭にＪＡ広島北部の代表理事組合長、産業建設常任委員会の委

員長、安芸高田市商工会長、学校給食の代表者、そして県立広島大学か

ら学識経験者を招聘したいと、案として現在考えているところでござい

ます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  そういう形でこれから入られるということで、この件につきましては、

今後また産業建設常任委員会のほうでも協議をなされるということにな

ろうかと思いますので詳しくは聞きません。これをもちまして推進計画

につきましては終わらせていただきます。 

 次の質問に移らせていただきます。続きましては、教育の充実につい
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てでございます。御承知のように、安芸高田市かがやきプランにおきま

しては、地域に開かれた特色ある学校づくりの取り組みを推進して、確

かな学力、豊かな心、健やかな体のバランスのとれた児童生徒の育成に

努めるためにも小学校校庭の芝生化の取り組みが必要と考えるわけです

が、教育長の所見を伺いたいと思います。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長  小学校校庭の芝生化の取り組みの必要ということでございますけれど

も、現在、安芸高田市立の小学校におきましては、郷野小学校と美土里

小学校の2校が芝生の校庭を持っております。両校とも芝生を活用して、

芝体操等芝生を活用した体力づくりに取り組み特色ある教育活動を展開

し成果を上げております。 

 校庭の芝生化につきましては、種々の研究によりまして例えば外遊び

をする児童生徒の増加、外遊び時間の長時間化、遊びの多様化等、心身

両面での健康づくりに効果的であるという報告がなされており、議員御

指摘のように、校庭の芝生化は知育・徳育・体育のバランスのとれた児

童生徒の育成につながる取り組みの1つであると考えております。しか

しながら、校庭芝生化に当たりましては、維持管理において経費、人的

労力等十分に考慮しなくてはならない問題がございます。また、校庭が

1つしかない学校におきましては、芝生の校庭のみにすることで教育活

動が逆に制限されてしまうといった状態も生まれる可能性もあります。

したがって現在の段階におきましては、学校施設の耐震化事業等の大き

な課題に精力的に傾注していきたいと考えております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  確かに現在、学校におかれましては、そういう耐震化工事が入ってお

ります。そういう中では確かにそういう取り組みというものは難しいか

なと考えるわけでございますが、じゃあ耐震化工事が終わるとそうした

ものを取り入れる考えはあるのかないのか、教育長どうでしょう。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長  教育長として学校教育について考えておりますのは、まず学校が安全

であること、もう1つは安心して学校に子どもを託すことができること、

それが学校に対する信頼につながると、このように考えております。先

ほど申しましたように、安全な学校という意味で、まず最初にいつ地震

が起こるかわかりませんので、緊急経済対策等で国の支援がある間にで

きるだけ早く市内の学校の耐震化対策を進めてまいりたい。 

 もう1つは、引き続いて学校規模の適正化ということを教育委員会で

は大きな課題として取り組んでおるわけであります。そのときに新しく

学校統合したり、あるいはいろんなことを考えて、残された施設を考え

ていくときに地域の皆さんが協力して学校教育を盛り上げてやろうとい
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うような状況ができましたならば、芝生化も当然その中の1つとして考

えて、本当の意味で学校の校庭に子どもたちがはだしで自由に飛び回っ

て、そこで走ることもできますし、いろんな競技もできるだろうと思い

ます。逆に運動会等も運動場が1つしかない場合には、運動会もできる

運動場でなければなりませんので、そのことも頭の中に入れながら芝生

化は図っていくべきだろうと、このように考えております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  今教育長の中で学校規模適正化というお話の中でそうしたことも一忚

取り入れての中でのお考えになっているのかなという確認をさせていた

だきました。しかし現在、今の美土里小学校でございますね、ここを今

芝生化されて、この前も小学校校長、飯田校長さんでございますかね、

こちらに話も聞かせていただく中では、確かに子どもの、私もべた足で

ございますが、べた足等も解消されやはり体力的にも向上されたという

報告も上がってきておるわけでございます。今後こうした先ほど来出て

おりますが、若者定住ということを考えますと、そうしたところ、以前

も私もそういうものを含めて質問させていただいておりますが、やはり

子どもたちがこちらに帰ってくる仕組み、そういうところも考えますと、

そういう芝生化も今後そういう適正化も取り入れていく中で、計画の段

階でもそういう文言というものは、どこかには示しをしておかないと、

それは私ここで質問して頓挫してしまうのかなと考えております。そう

したところでやはり今総合計画の中にそうしたものもうたわれておりま

せん。そういうところは、いつごろの時点でそういう文言的なものは入

れるのか入れないのか、その辺の教育長、判断でお答えできるものであ

れば、教えていただければ思いますが、どうでしょう。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長  総合計画の中にそのことを書き込むかどうかということでございます

が、私としてはできるだけそういうものは書き込んで、将来に夢を持ち

ながら計画的な教育行政を進めていくべきだと、このように思っており

ますが、先ほども申し上げましたように、維持管理という点におきまし

て、その地域の協力なくしてはなかなか難しいわけでございまして、郷

野の小学校のように初めからそういうことでできているという学校につ

きましては、それなりのものがありましたし、美土里の小学校なら美土

里の小学校なりに地域の了解があってできておるわけでございますので、

その地域の了解ということを学校規模の適正化とあわせまして、よくよ

く考えていかなけれがならないと、このように思ってます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 前重昌敬君。 

○前 重 議 員  なかなか地域をまるめていくということで、取り込んでいくというこ

とで教育長の言われることは確かでございます。やはりそうしたことを
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地域から上がってくるのがベターなのかな、御承知のように校長先生、

あるいはＰＴＡ、地域、三位一体となって次のステップアップというこ

とが考えられます。そうしたことも含めて、そうしたところを安全安心

なまちづくりを考えるとそういうシステム・組織の充実した体制という

ものは必要不可欠かなと考えますので、今後こうした芝生化も維持管理

等大変労力はかかりますが、そうしたところで1つのきずなが生まれま

して、地域が一体となって子どもたちを育てていこうという支えになる

のかなと考えますので、そうしたところを強く要望しておきまして、私

の質問を終わらせていただきます。 

○藤 井 議 長  以上で前重昌敬君の質問を終わります。 

 この際3時25分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後  ３時１３分 休憩 

午後  ３時２５分 再開 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○藤 井 議 長  休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 続いて通告がありますので発言を許します。 

 8番 山根温子さん。 

○山 根 議 員  8番、無所属、山根温子でございます。本日最後となりましたけれど

も、通告に基づきまして大枠4点について質問いたします。 

 まず1点目、ワクチン接種の公費助成についてお伺いします。伝染の

おそれがある疾病の発生及び蔓延を予防するために行われる予防接種、

我が国では、この予防接種を行い公衆衛生の向上及び増進に寄与すると

ともに、予防接種による健康被害の迅速な救済を図ることを目的とする

予防接種法が施行されております。細菌性髄膜炎を予防するために有効

であるとしてヒブワクチンやまた小児用の肺炎球菌ワクチン、子宮頸が

んワクチンなどについてはＷＨＯがすべての地域に向けて勧告を出して

おります。しかし、日本のワクチン行政は、約20年前の予防接種による

副作用への不安の高まりを受けて萎縮しおくれていると言われておりま

す。そのような国のワクチン行政をしり目に、予防接種法による予防接

種健康被害救済制度の対象外であるにもかかわらず、公費助成を行う自

治体がふえつつあります。現在の安芸高田市におけるワクチン接種の状

況と子宮頸がんあるいは細菌性髄膜炎などを予防できる可能性の高いワ

クチン接種に対する公費助成についての市長のお考えをお尋ねいたしま

す。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  ただいまの山根議員の御質問に対してお答えいたします。 

 ワクチン接種の現況と子宮頸がん等を予防できるワクチン接種に対す

る公費助成はという御質問でございます。現在、接種法第2条・第3条に

基づく定期予防接種を実施しております。接種方法につきましては、ポ
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リオ以外かかりつけ医での個別接種としております。公費助成につきま

しては、二類疾病の季節型インフルエンザを除き全額公費負担で実施し

ております。接種率は平均約78％でございます。 

 子宮頸がん・細菌性髄膜炎の予防接種でありますが、現在、国では副

作用の問題や検診とあわせた予防対策が必要なため、厚生科学審議会感

染症分科会予防接種部会において検討を進められているところでござい

ます。また、平成23年度の予算特別枠で子宮頸がんを予防するワクチン

接種の助成事業を要求しています。 

 本市といたしましては、財政措置や検討結果を踏まえ安全性及び有効

性が確立され、ワクチンの安定的な確保が見込まれ、予防接種法第2条

に基づく定期予防接種に位置づけられていることから、県内市町で統一

した対忚をなすべきと考えております。なお、県内の市長で構成します

広島県市長会では、子宮頸がんワクチン等を定期接種化し、健康被害救

済制度を適用することについて、全国市長会を通じて国へ要望していく

こととしておりますので申し添えておきます。 

 また、子宮頸がんにつきましては、ワクチン接種に特化することなく

検診とあわせて予防対策に取り組んでまいりたいと考えておりますので

御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  県内市長会においても子宮頸がん等のワクチンに対する要望を上げて

いるところということで、これからの国の動きをより注視するわけであ

りますが、このワクチン行政については、かなりおくれている国の動き、

国が定めた定期接種以外の任意予防接種は子どもを持つ保護者にとって

その経済的負担は大変大きなものがあります。最近国が承認したワクチ

ン、現在私が質問しておりました子宮頸がん予防のＨＰＶワクチン、あ

るいは細菌性髄膜炎のヒブワクチンなどを加えて考えるとさらに負担は

大きくなるばかりです。しかし、一たんかかれば5％が死亡、約25％に

後遺症が残ると言われているこの細菌性髄膜炎は、我が国においても年

間約1,000人が発症し、広島県内においても平成20年度12件、平成21年

度は19件と発症件数も次第にふえております。また水ぼうそうのワクチ

ン、おたふく風邪のワクチンも任意接種のため接種率は30％前後と低く、

我が国での発症は自然状態に近いと言われております。おたふく風邪は

無菌性髄膜炎を約10％合併しますし、入院などの治療は必要となります。

水ぼうそう、おたふく風邪ともに1週間程度の休園、休学が必要となり

家族の負担は大きいものがあります。さらに子育て世代である母親の子

宮頸がんリスクを考えると、12歳前後を対象とした子宮頸がん予防ワク

チンもがんが史上初めてワクチンで予防可能となった恩恵をもたらして

くれるもののと期待しております。そういう状況の中で、日本全国でも

それぞれの自治体でワクチンの公費負担を始めております。県内での近

隣自治体のワクチンへの公費負担状況等、わかる範囲内でお伺いいたし
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ます。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 福祉保健部長 重本邦明君。 

○重本福祉保健部長  先ほどありましたように全国では、子宮頸がん等につきまして助成す

る自治体が若干ふえております。広島県はおくれておりまして、近隣の

自治体、庄原市、三次市、北広島町につきまして問い合わせてみました

ところのワクチンの公費負担状況についてまずお答えいたします。庄原

市・北広島町におきましては、当市と同じように定期予防接種、ポリオ、

三種混合、ジフテリア、破傷風、百日ぜきですか、麻疹、風疹、日本脳

炎、ＢＣＧについてのみ公費負担を実施しておる状況でございます。三

次市におきましては定期予防接種は、おたふく風邪ワクチンと水ぼうそ

うワクチンについて公費負担を実施しておられます。おたふく風邪ワク

チンにつきまして1回6,000円が上限で、これを超える場合は自己負担と

いうことでございます。水ぼうそうワクチンにつきましては1回が8,000

円が上限で、これを超える場合自己負担、県内近隣のことしかわかりま

せんが、そのような状況でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  ありがとうございます。公費負担状況を答えていただきました。三次

市と世羅町は水ぼうそうワクチン、おたふく風邪ワクチンについて、両

市町とも公費負担を行っていらっしゃいます。また成人用の肺炎球菌ワ

クチンというのがありまして、これは75歳以上の高齢者が肺炎にかかる

可能性がある、その4分の1ですね、肺炎にかかった4分の1の症状を持っ

た患者は肺炎球菌で発症しているという調査があります。こういったよ

うに子どもだけではなく大人の場合も肺炎球菌ワクチンというものがあ

りまして、これで肺炎が予防できる。これは呉市と三原市が公費助成を

行って予防接種を行っております。先ほども水ぼうそうワクチン、おた

ふく風邪ワクチン1回接種ですけれども6,000円、8,000円という補助を

されているということです。 

 この費用対効果について調べた結果があります。細菌性髄膜炎のヒブ

ワクチン、肺炎球菌ワクチン、これは小児用ですけれども、そして子宮

頸がん予防ワクチン、いずれのワクチンも費用対効果は社会的損失がワ

クチン費用を大きく上回ると試算されております。ヒブワクチンにおけ

る公費助成の費用対効果は、国立感染症研究所の試算では導入していな

い場合、その疾病費用は414億円に対し導入した場合、その疾病費用プ

ラス予防接種費用で332億円と差し引き82億円となり、広島県において

は2億円と試算されています。つまりワクチン接種において直接的、間

接的医療費は削減できるという計算が出ております。予防接種において

はその副作用の不安はありますけれども、子育て中の親たちの経済状況

は決して豊かなものではありません。保護者の経済状態によって子ども

のワクチン接種機会が奪われることのないように、またさらに75歳以上
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の高齢者における肺炎球菌による肺炎の発症をワクチンで抑えることは

医療費の削減にも効果があると考えます。予防できる病は予防できる体

制をつくることが望まれますが、市長のお考えをお尋ねいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  予防ワクチンについてでございますけど、できる限り行政支援をして

まいりたいと思います。ただ私がちょっと懸念しますのは、さっき言わ

れましたけど副作用とかそういうものが行政になって訴訟問題になった

ところもございます。こういうことを安全性を確認しながら前向きにと

らえていきたいと思っております。こういうことがなかったら市民の

方々に早期発見じゃないですけれども、すぐに治療していただいて高額

の医療費を軽減していくという考えは一緒でございますので、前向きに

取り組んでいきたいと思っております。この間市長会で話し合ったら、

やっぱり皆さん心配されるのは副作用とかそういう問題を非常に行政の

方は心配されております。こういう勉強も含めましてしっかり検討して

まいりますのでよろしくお願いします。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  市長の不安もわかります。市長会等で話されるときにはしっかりと国、

県のワクチン行政を推し進めるように動いていただけたらと思います。

以上で第1問目の予防接種についての質問を終わります。 

 第2点目、歯の健康づくりについて質問いたします。生きることは食

べること、そしてその食生活を豊かにするためにも歯と口の健康は欠か

せません。歯の健康づくりに向けた活動とライフステージにおける口腔

ケア、中でも高齢者における口腔ケアの現状とこれからについて市長に

お尋ねいたします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  歯の健康づくりについての御質問でございます。歯の健康づくりに向

けた活動とライフステージにおける口腔ケア、中でも高齢者における口

腔ケアの現状と今後についての御質問でございます。 

 本市におきましては、平成19年度策定いたしました健康あきたかた21

計画、また今年度、歯科医師会との連携により設置いたしました安芸高

田市歯科衛生連絡協議会におきまして、歯科保健事業に取り組んでおる

のが現状でございます。歯の健康は、健康の入り口と言われ、健康づく

りにおいて欠かせないところであります。むし歯、歯周病を予防し、い

つまでも自分の歯でおいしく食べようをスローガンに、乳幼児から高齢

者までライフステージに忚じた事業を行っております。とりわけ高齢者

の口腔機能低下は、寝たきりや他の疾病を招く要因と考え、介護予防事

業として口腔機能の向上に努めてまいりたいと考えております。今後と

も関係機関との協働により地域に根差した歯科保健事業を推進してまい
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りたいと思っております。行政といたしましても、この趣旨を市民の方

に徹底して協力を願いたいと思っておりますので御理解を賜りたいと思

います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  歯科保健事業においてそれぞれのライフステージにおける口腔ケア、

歯についての啓発活動もなされているというお答えだったと思います。

しかし、実際に高齢者にかかわってみますと、義歯、入れ歯を使われて

いる方が多く、統計上も80歳高齢者で20以上の自分の歯を保有している

方の割合は約20％にすぎず、多くの高齢者は入れ歯などそしゃく機能の

回復が必要とされているそうです。入れ歯を使われている方々の入れ歯

の手入れや口腔ケアへの関心にはかなりな差があるように見受けられま

す。入れ歯を外して洗浄することを習慣づけていない、また入れ歯が合

わないときは自分で入れ歯を削って合わせるなど口腔ケアへの関心の低

さや通院の面倒さ、困難さなども原因として上げられると考えられます。

この点では、市長の公共交通お太助ワゴンを10月1日からは全市的にさ

れますけれども、公共交通がこの問題を解消するものとして大変評価で

きるものと考えます。しかし、要介護状態で医療機関への搬送が困難な

場合などについては、訪問歯科診療の必要性が上げられます。歯科診療

の領域では外来診療、患者さんが受診された患者さんを診る外来診療が

中心に行われてきておりますが、年齢別の歯科受診率は70歳から74歳を

ピークにその後は急速に低下するという実態が報告されております。こ

れは厚生労働省の患者調査2005年のものですけれども、しかし、歯の問

題がなくなってきているわけで外来診療が減るわけではありません。逆

に高齢になればなるほど入れ歯のふぐあい、むし歯に伴う歯の痛みや歯

茎のはれ、口内炎などが起こりやすくなります。こうした症状が出ると

食欲の低下、さらには誤嚥性肺炎の原因にもなります。高齢者の歯科受

診の機会を向上することができるような訪問歯科診療の体制の提供など

についてお伺いします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  今、口腔機能の大事さというのが訴えられ、私もそのとおりだと思い

ます。今、問題提起、我々も今こうして認識しておるわけでございます

けれども、歯科医師さんとこういう問題を訪問歯科診療を含めて、これ

からも協議していきたいと思っております。皆さん方も効率の問題とか

医療費の問題とかございますので、行政と連携とってしっかり医師会と

のさらなる協力を深めて口腔機能の向上に努めてまいりたいと思います

のでよろしくお願いしたいと思います。私でも歯がほとんどないような

状況なので、自分のこととしてもしっかり勉強していきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 
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 山根温子さん。 

○山 根 議 員  市長も口腔ケアについては苦労されているようですが、入れ歯を持た

れてる高齢者にとって、ほんとに口腔ケアは大事なものです。また要介

護になってときその介護者、お年寄りを介護する人にとって入れ歯がな

かなか外せない状況、また要介護者が入れ歯を外したり入れたりするこ

とになれてないと大変介護に苦労するという状況もありますので、しっ

かり歯科医師会との協力をもって口腔ケア進めていただきたいと思いま

す。 

 では次の第3点目に移ります。6月の定例会においても自治体職員の人

材育成についてお尋ねしております。そのときに東京大学名誉教授の大

森彌先生の言葉を引用いたしました。実際、自身が自己改革を進めその

力量を高める必要があるが、決め手は人であり、職員の人材育成は戦略

的重要性を持っている。自治体職員は強固な身分保障制度で守られてい

る。この安心は全力を挙げて職務を遂行し、地域の課題に果敢に取り組

むこと、つまり挑戦と対になってるはずのものであると申し上げました。

挑戦するにもまずは心身ともに健康であることが基本となります。今回

は職員の能力を存分に発揮するためのヘルスケアと人材育成計画につい

て市長のお考えをお尋ねいたします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  職員のヘルスケアと育成について、職員の能力を十分に発揮するため

のヘルスケアと人材育成計画はとの質問でございます。ヘルスケアにつ

きましては、労働安全衛生法に基づき職員は毎年1回、健康診断の受診

をしております。その結果に基づく健康指導を初め職員の健康保持増進

に関する相談に対忚するため、産業医による健康相談日を月1回開設し

ております。こういうことにより職員のヘルスケアに努めておるのが現

状でございます。こうした中、特に近年は職員のメンタル面のケアが重

要視されていることから、本市におきましても本年度の研修計画の重点

事項としてメンタルヘルス対策の強化を位置づけており、職員が健康で

安心して働くことができる職場環境づくりとメンタル不調者を出さない

ための研修を計画しております。また今年4月からは仕事上のストレス

による精神的な悩みや職場での対人関係の悩みなどを初め、心の健康問

題等について月1回専門のカウンセラーが相談に忚じてくれるカウンセ

リングルームの開設を行っております。職員の心のケアに努めていると

ころでございます。 

 次に本市職員の人材育成につきましては、安芸高田市人材育成基本方

針に基づき、毎年度研修計画を策定し計画的に実施しております。本年

度は市民満足度の向上、職員個々のやりがいと自己の実現、組織力の向

上の3つの視点から仕事を通じてみずからの能力を伸ばし、その力を発

揮することで市民の期待にこたえる人材育成に取り組んでおるところで

あります。以上、御理解を賜りたいと思います。 
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○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  ヘルスケアについては現在はメンタルのケアを重要視されているとの

こと。ここに平成22年度第1回職業性ストレス簡易調査実施報告書とい

うものがあります。先般、担当課からいただきました。気になりました

のは、ストレス反忚に影響を与える他の因子についての調査結果に対す

コメントです。このコメントを見ますと、過去からの調査結果と比較す

ると増加傾向にあり、職員をサポートする体制が徐々に薄れていること

がうかがえるとありました。これについてはどのように受けとめられて

いるのでしょうか。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  職員のストレスの増大につきましては、社会的状況もさることながら

我々市幹部の責任でもございます。できるだけ仕事を理解しながらお互

いの仕事が理解できるような職場環境づくりにこれからもさらに努めて

いきたいと、かように思います。ストレスというのは、非常に家庭でも

出てくるし職場でも出てくると思います。本人も今の環境に十分対忚で

きるような、また頑強な精神を持っていきたいと思いますけど、我々も

努めて職員のストレス解消については注意を払ってまいりたいと思いま

すので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  先ほどの質問、なかなかわかりにくいかと思いますけれども、こうい

う調査がずっとされている中で、増加傾向にあるということがまたこれ

から先に職員のサポートする環境というか、職場環境の中でストレスが

これからもふえていくことが続くようにならないように気をつけていた

だきたいと思います。 

 こういったメンタルヘルス的な精神的な面からのストレスについてお

尋ねしましたが、今度は肉体的な面についてお尋ねいたします。肉体的

な面というと体のほうの健康なんですけれども、あるセミナーにおいて

中小企業の人材活用と事業変革の観点から愛知県の豊橋市の工作機械メ

ーカー、西島株式会社の西島社長の話を聞く機会がありました。この会

社は定年制がないので有名です。物づくりは特に経験と技能が大事とい

うことで平成22年1月の時点で60歳以上14人、50年表彰を2007年に創設

し勤続58年の兵藤さん76歳は健康診断でオールＡ、石川さんという方は

登山家で71歳で世界7大陸最高峰の登頂もされたと聞いております。社

長いわく日本の唯一の資源は人、基礎は勤勉と教育、そして健康。健康

を支える食事が大切だと言われております。76歳でも健康診断オールＡ

ということは若いころから健康の維持に気をつけられてる、食事に気を

つけられてるということです。この会社、平成22年に10人の新人を採用

されましたが、25人入れる独身寮、月2万5,700円、これ23年間、変わら
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ずこの寮費でやっておられ、また減塩にこだわった1食210円の食事を賄

われている。みそ汁は全国から集まった社員のために赤、白2種つくり、

水曜日はカレーの日にしているとのことでした。 

 健康を支える食事にもこだわっている民間中小企業を紹介いたしまし

たが、本市の職員についても健康であって初めてよい仕事ができること

に変わりはありません。さらに言えば、職員はそれぞれに研修を受け、

知識や技術を積み重ねられております。危険に身を置き2交代制の職場

に勤務する消防吏員養成には1人約350万円かかると聞いております。し

っかりと技術を身につけられた消防士が健康で職務に励んでいただくこ

とを望みますが、2交代という不規則な生活時間の中で彼らの健康を支

える食生活はどのような状況なのか、把握されている中で御答弁いただ

きたいと思います。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  具体的には消防長が答えると思いますけど、実際のところ今消防団員

の食生活については十分把握はしておりません。職員につきましても、

やっぱり食生活までというのはまだタッチしてない現況、どこの市町で

もそういう環境だと思います。特にこういうことが効果があるんであれ

ば課題にはしていきたいと思いますけど、今後の課題として受けとめさ

せてもらいたいと思います。 

 それから資源は人とおっしゃいましたけど、同感でございます。しっ

かり職員を大事にしながらしっかり仕事してもらいたいというのは一緒

の気持ちでございますので御理解いただきたい。 

○藤 井 議 長  引き続き答弁を求めます。 

 消防長 光下正則君。 

○光下消防長  採用職員の健康管理といった問題だろうと思います。現在この3年間

で10名が入れかわりまして、今後7年で15名が退職を予定しておりまし

て、安芸高田市消防本部定数51名、私を除きまして50名の約半数が入れ

かわるという予定になっております。入れかわり災害対忚能力を低下さ

せるということにはなりませんので、ベテランから若年職員への技術の

継承を行っていく必要がもちろんあると思います。そこで近年の採用職

員の状況でございますが、安芸高田市からの採用、出身ではなく市外県

外からの採用も見受けられ、そこでの食生活は我々幹部としましても心

配をしているところでございます。先日、議員御指摘の食生活の内容は

ということでうちの消防総務課の職員が新人職員にアンケートとりまし

たら、朝食べずに帰ってそのまま寝るといった職員やいわゆるフライ物

の多い弁当ばっかり3食食べているというような状況がございます。そ

れで先輩職員が自分が堪能された野菜とかそういったものを持ってきま

して持って帰らせたり、幹部全体でしばらくは食生活の指導も含めて指

導していかないといけないなととらえております。そこで御指摘のとお

り、食生活の改善を含めまして市庁舎の機関と連携して今後とも取り組
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み、職員の健康管理に万全を尽くしてまいりたいと思いますので御理解

いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  消防長のお答えにも見られますように、私も消防署、ちょっと入らせ

ていただいたことがあります。若い消防士さんの食生活、かなりカップ

めんの器とか、そういうものがありましたり、話している中で尿酸値が

高いんだというような答えも聞いたりしました。尿酸値が若いときに高

い。どうなるかわかりますか、痛風になる可能性があります。痛風にな

ると消防士としての仕事はできません。靴が履けなくなる。そういう状

態もこれから将来的に考えられます。1人に350万円投資してるんです。

しっかりと健康状態、特に消防士という仕事柄家に帰るのが2日に1回と

いうような状況もあると伺っております。一般の職員とは尐し違うので

はないでしょうか。そういうところでいかに職員の健康をしっかりと維

持できるかというとこも考えなければならないことではないかと思いま

す。職員定数の削減の中にあって、採用した職員の健康管理は大切な課

題であると考えます。食事だけでなく、それはもちろんたばこを吸われ

てる方もいらっしゃいます。まだまだなかなか禁煙できないという声も

聞きます。また、ほかにもメンタルな面でもいろんな課題があると思い

ますけれども、こういったことをしっかりと踏まえてこれからの職員の

健康管理をしていただきたいと思います。 

 市長もよく健康管理の重要性、わかっていただいてるようなので、次

の職員の人材育成についてお尋ねいたしますが、8月に総務企画常任委

員会の視察研修にて栃木県の足利市に行ってまいりました。職員提案に

よるゼロ予算事業が行われているということで、さらにその職員の育成

方針にも行ってみて大変積極性を重んじられているということで関心を

持ちました。職員研修に限らず、複数のプログラムを複合的に実施する

ことによって職員の積極性の向上に取り組んでいるというものです。そ

の主なものとして職員提案の実施、市の取り組みについて日々考える習

慣づけを行うようにしている。2つ目はまたおもてなし研修の実施をし

ている。観光案内やまち中のクリーン活動にかかわらせる。3番目、若

手職員によるワーキンググループの取り組み。意欲ある職員がさまざま

な取り組みを行うことで周囲の職員にもよい刺激となっているとのこと

でした。このような足利市の取り組みを見ていきますと、本市の人材育

成基本方針並びに職員研修実施計画と比較して、本市の計画が可能性を

引き出すプログラムが尐ないような感じを受けております。さらにはさ

きに質問しましたように職員をサポートする体制が徐々に薄れていると

いう調査報告にもあるように職員同士のつながりや連携はどうなのだろ

うか、本市において職員のやる気、いわば積極性の向上は進んでいるの

だろうかと感じておりますが、これについては市長はどのように感じら

れていますでしょうかお尋ねいたします。 
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○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 市長 浜田一義君。 

○浜 田 市 長  職員の人材育成についての御質問でございます。御指摘のように、わ

がまちにおける人材育成というのは国、県から示された基準に基づいて

人材の育成をやってると思いますけど、御指摘のように例えばおもてな

しとかワーキングとかいうのは市も現在のところ取り入れておりません。

こういう質問をこれからも取り組みについては考えていきたいと思って

おります。先般も同僚議員さんの質問の中で職員の方々に各仕事を理解

してもらって市民の方に説明するようにしようじゃないかという提案も

いただいております。こういうことを踏まえてちょっと今までの研修に

ないようなメニューも入れながら研修を実施していきたいと思ってます。

今般、教育委員会のほうから提案されまして、各学校に例えば安芸高田

市の税のあり方はどうかとか、今の福祉はどうなってるかという職員が

いって説明するというようなことも提案されております。こういうこと

も踏まえて、幅広い職員研修を行ってより住民の負託にこたえていきた

いと、かように思いますので御理解を賜りたいと思います。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  6月にも申し上げましたけれども、孟子の言葉を引用しましたけれど

も、研修に行って聞いてるだけでは忘れてしまいます。聞いたことは忘

れる、見たことは覚える、経験したことは理解するという言葉がありま

す。しっかりと研修が身になるようにこれからやり方を考えていただき

たいと思います。 

 では次の最後の学校図書の利用についての質問に移ります。やっと朝

夕涼しくなってまいりました。秋は食欲の秋。先ほどは食生活からの健

康管理も交えて質問いたしましたけど、今度は読書の秋から、読書する

ことは考える力、感じる力、あらわす力などを育てるとともに、豊かな

情操をはぐくんでいく上で重要であると言われております。現在の安芸

高田市の小中学校における学校図書の蔵書状況並びに学校図書及び図書

室の利用状況等、これからの利用について教育長にお尋ねいたします。 

○藤 井 議 長  ただいまの質問に対し答弁を求めます。 

 教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長  小中学校における学校図書の蔵書並びに図書室の利用状況についての

お尋ねでございますけども、子どもたちの読書活動は、先ほどもお話が

ございましたように、言葉を学び、また感性を磨き、表現力やら創造力

を高めるという面で人生をより豊かに生きていくために大変必要なこと

だと、このように思っております。子どもたちの読書経験を豊かにする

ために学校図書館の果たす役割も大変大きなものと認識をしております。 

 お尋ねの学校図書館の蔵書状況でございますが、文部科学省が平成5

年に定めた学校図書館図書標準冊数を充足している学校は小学校で7校、

中学校はございません。100％未満75％以上の学校は小学校4校、中学校
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5校がございます。なお75％未満50％以上の学校は小学校は2校で、中学

校は1校でございます。蔵書の尐ない学校におきましては、古い図書を

大幅に廃棄するなどの整備をした学校もございまして、蔵書冊数だけで

整備状況の判断はできないのでありますが、子どもたちの読書環境を公

平に整備していくことが基本であり、今後、整備率の低い学校へ重点的

に図書購入の予算措置をしていくことにしております。 

 学校図書の利用状況及び今後の利用への見通しでございますが、現在、

各学校におきましては、読書活動推進計画を策定し計画的に学校図書館

活用への指導を行っております。計画におきましては、月ごとに指導目

標、授業での活用計画、目標冊数、推薦図書等を定めておりまして、こ

の計画にのっとって学校図書館指導を進めているところでございます。 

 またつけ加えますと、保護者や地域の方に読み聞かせ等をしていただ

いたり、公立図書館司書の専門的な力をおかりいたしまして子どもたち

がますます読書を親しみ、読書で学ぶことができる機会をつくるように

学校指導するとともに、教育委員会として計画的な整備を進めていきた

いと考えております。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  基準を満たしていない小中学校があるということは尐しびっくりいた

しました。補正等で学校図書への図書をふやすように出てたと思います

けれども、平成20年の蔵書冊数から21年にかけては、どこの小学校もふ

えつつありますので、これから整備をしていただくようになると思いま

す。さらに図書室の利用状況、計画をつくり利用すると言われました。

私これは市民の方からいただいた質問でありまして、3月にいただいて

ずっとこの秋まで自分の中で一番いい機会に出そうと思って調べており

ました。教育委員会からも資料をいただいております。図書室の利用制

限をかけていらっしゃる学校図書室があると、小田小学校、吉田中学校、

八千代中学校、甲田中学校、向原中学校においては、昼休憩、授業利用

のときのみ開放、あとは施錠されているということをいただいておりま

す。施錠されているというのは、どのような状況、どうして必要なのか、

それについてお伺いいたします。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。 

 教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長  先ほど学校の状況についてお答えをいたしました。まず小田小学校に

おいてでございますが、小田小学校の職員室の前に巡回文庫、県立図書

館等からの巡回文庫がございますが、これを100冊程度置いているんで

す。ちょっとした休憩時間には自由に閲覧できるようになっておるため、

児童の読書活動には支障は今のところはないと、このように考えており

ます。なお求めに忚じまして図書室は開館しておりますが、ほとんど教

頭が行って施錠はあけておるということも聞いておりますし、放課後も

施錠をあけているというように聞いておるところでごあります。 
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 中学校におきましては4校が施錠しているということでございますが、

施錠の目的は蔵書管理でございます。朝の読書におきましては、生徒の

本を選ぶことにつきましては学級文庫で対忚しております。施錠してな

い中学校においても朝や放課後の生徒の利用はほとんど図書館ではござ

いません。理由は部活動の朝での活動、あるいは放課後の部活動の練習、

あるいは学力補充等で図書室に行って利用するということは非常に尐な

いということがございますが、学習活動で図書室を利用する、あるいは

昼休憩で図書室を利用するということはどこの学校でもございますし、

いつでも行って図書室の本を見ることができるようになっております。

以上でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  施錠に対して、どうして施錠しなければいけないかについてのお答え

が私によく理解できなかった、蔵書を守るという意味かなと理解してよ

ろしいでしょうか。蔵書を守るということは蔵書に対して、その学校内

で何か守らなきゃいけないようなことがあるというふうに考えられると

思います。こう考えるのは、放課後児童クラブと、市内とは限りません

けれども、小学校に上がってからも本に対する扱いが徹底してないとい

うか、理解されてない子どもさんがいらっしゃる。本を破る、本のペー

ジとページをのりで張りつける、そういうことも耳に入ってまいります。

これはやはり家庭の中での本と親しむという経験が余りない、そして小

学校においてもそういうちゃんと本の扱いを学ぶとか、それなりの知識、

そういうものが入ってないのではないか、落とし込めてないのではない

かというような懸念も持つところであります。中学校に入って読書に向

かうということはなかなか学習またクラブ活動もありますので難しいと

思います。小学校のときなんですね、小学校に入るまでか、中学校に入

る前、幼尐の時期から小学校の間が一番読書の習慣をつけるには適した

時期でありまして、そのときにつけた子は中学校に入ってからも読書の

習慣は、時間は短くなりましても残るという結果も見ることがあります。

ですからそういう時点では、そういうことをかんがみますと、やはり教

育者として学校図書の利用、今市の市立図書館、時間が1時間短縮され

ております。その中で学校図書の重要性、さらに大きくなってきてると

思いますので、しっかりと考えていただきたいと思います。さらに市民

の方からいただいてる1つ大きい問題があります。図書室の管理者、今、

図書司書、このたび県のほうでかなり子どもたちを図書司書にしようと

いうことで、安芸高田市内からも5人の子どもたちが参加されているの

を図書館の広報で見ました。そういった意味でも子どもたちが本に触れ

る機会はこの本はおもしろいよ、あなたもこの本を読んでみたらという

本の内容をある程度子どもたちに推薦できる、そういうことも大事なこ

ともあります。教育のほうでは家庭教育支援、学習補助員それぞれに効

果を出されておりますけれど、学校図書に当たってはまたそういう意味
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で先生方の力をつけていただく、また子どもたちが本と触れ合う時間を

しっかりと有効に使っていただく、そういう意味の対策というかかかわ

りが必要になると思いますけれども、これについて教育長はどのように

お考えでしょうか。 

○藤 井 議 長  答弁を求めます。教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長  先ほどの御質問にお答えをしたいと思います。確かに言われるとおり

でございまして、あけてあっていつでも利用できるということが子ども

にとっては最上の方法だろうと思いますが、図書の管理ということにつ

いては、すべて善人でほとんど利用がないのにそこに入って何もしない

ということが今までにあっただろうかどうだろうかということを考えて

みますと、自分が校長をしておったときでも図書室で施錠をせずにおっ

た場合にそこで図書の本を読むのではなしに遊んでいたり、それから先

ほど張りつけたりというようなございましたが、過去にはそういうこと

もございました。今の生徒がそういうことをしようと思いませんけれど

も、ほとんど利用しないのにそこを開放する必要もないというように学

校は考えておるだろうと、このように思います。放課後、昼時間は開放

しておるわけでありますので、あるいは教科で必要なときには開放して

それを見れるようにしておりますし、小田の小学校の場合はパソコンと

一緒に図書室になっておるんですよね、だから自由にパソコンをいじる

というわけにもいきませんので、施錠しておって必要な場合には教頭先

生が行ってあけておるというような方法、それから日ごろの読みたい本

は職員室の前に100冊ぐらい置いておるということもございますので、

中学校でも本を読みたければ学級文庫を用意しておるんです。そこで自

分の短時間の休憩のときには読むことができるようにしております。で

すから私は図書室の施錠をしているということが子どもたちの読書活動

を阻害しておるというようには受けとめてはおりません。以上でござい

ます。 

 図書館の管理者でありますが、安芸高田市の場合は司書教諭というの

が12学級以上の学校については配置しなければならないということがご

ざいますので、吉田の小学校には必ず司書教諭を1名配置しております

が、図書館司書、図書館の専門の事務員といいますか、司書というもの

は現在のところは配置されておりません。したがいまして、それぞれの

学校図書館の担当する先生がそこへ行って生徒の図書館係、児童会でい

ったら図書館係、生徒会でいったら図書係というのがありますが、そう

いう生徒と一緒に図書の整備をしているという状況でございます。それ

は図書館司書がいたほうがより図書館の蔵書そのものは整理できるだろ

うと思いますが、広島市内のほうの学校状況を考えてみますと、600か

ら700ぐらいの児童生徒がおるところでございまして、図書館の蔵書も

非常に多うございます。そういうところはそういう工夫も必要だろうと

思いますが、あってこれにこしたことはありませんけれども、なかなか

そこまでは我々もおってもらいたいとは思いますけれども、それは財政
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上の理由もありますので、そこまでは私のほうはまだ要求はしておりま

せん。以上でございます。 

○藤 井 議 長  以上で答弁を終わります。 

 山根議員に申し上げます。残り時間が3分を切っておりますので発言

をまとめてしていただくようお願いいたします。 

 山根温子さん。 

○山 根 議 員  私は図書司書を要求しなさいと言ってるわけではありません。先生方

が大変お忙しいのはわかっております。けれど、管理者として名前を上

げられている図書館の担当者の先生方がいらっしゃいます。しっかりと

学級内に本を置かれるのであれば子どもたちが見たい本がいつでも取れ

るような状況、施錠されるのであれば学級のほうにある状態、そして推

薦できる先生方がこれ読んでみたらというような言葉のほうができる力

を教委の先生方には持っていただきたい。その中で子どもたち小学校時

代に本との触れあいを深めることが大事ですので、それをしっかりとこ

なせる力を先生方には持ってやっていただきたいと申した次第です。こ

れで私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○藤 井 議 長  以上で山根温子さんの質問を終わります。 

 以上で本日の日程は終了いたしましたので散会いたします。 

 次回は明日午前10時に再開いたします。大変御苦労さまでございまし

た。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後 ４時２１分 散会 
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